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 本研究の目的は、先行するインターネット上の政治情報サービスを把握した上で、インターネット

を用いた政策ファシリテーターの実働モデルを開発し、その可能性を明らかにすることである。 

 インターネットが社会的に普及した1990年代後半から、ネットを活用した政治の可能性が注目され

てきたが、政党支持率における支持政党なし層が約半数に高止まりしていること、特に若年層におけ

る投票率の低位傾向など、 2008年現在においてネットによる政治への影響において大きな変化は見

られないのが実情である。 

 しかしながら諸外国では、2008年の米大統領選におけるネットの活用や欧米における討論型世論調

査の活用事例の増加など、従来よりも有権者と政治のコミュニケーションの領域が拡大しており、ま

た、日本国内におけるマスメディアの影響力の低下という状況から、今後の日本でも、ネット利用に

よる政治のコミュニケーションの必要性と需要が高まる可能性が高いと考えられる。 

 そこで、本研究では、日本の政治における有権者と政治のコミュニケーションの現状を振り返り整

理を行う《序章》。ネットを利用した政治情報サービスの先行事例のまとめを各サイトの確認と主な

事例の当事者へのインタビュー調査を行い、課題を浮き彫りにする《第１章》。次に、前章で示した

課題に基づいて実際に政策ファシリテーター：ポリネコの設計を行う《第２章》。その稼働検証によ

って得られたログデータ、回答データ、アンケートデータからインターネットを用いた政策ファシリ

テーターの評価を行う《第３章》。最後に、これらの調査と設計、実証稼働を通じて得られた成果と

そのほか参考事例を参照しながら、ネット利用による政策ファシリテーターの可能性と社会的な位置

づけについて提案を行う《第４章》。 

 そして最後に研究成果を振り返り、今後の取り組みについて考察を行った《第５章》。 

 

本研究で得られた知見は、下記のとおりである。 

①ネット利用による政策ファシリテーターは、従来の政治-国民（有権者）間のコミュニケー 
  ション構造を改善できる潜在力を備えている。 
 
②ネット利用による政策ファシリテーターは、従来の手法では見いだせない 

    国会議員と国民の政策課題に対する見解の相違、共通点を明確にすることができる。 
 

  【キーワード】 

   １.合意形成  2.参加型民主主義  3.社会システムデザイン ４.政策ファシリテーター  
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Abstract of Master’s Thesis Academic Year 2009 
Designing  

“the Policy Facilitator on Internet ”  
and it’s Possibilities 

 
  This study focuses on exploring possibilities of a policy facilitator model on the internet by 
developing a practical application, with having a profound understanding of existing internet 
policy information services. 
  Possibility of leveraging the internet to politics began to make a mark in Japan in late ‘90s 
in parallel with the broader use of the internet in the society, though there is no dramatic 
change on it’s political impact until now in 2009, as shown by the continuous high rate of 
unaffiliated voters or low voter turnout especially in younger generation. 
  Looking out of Japan, communication between constituencies and government shows 
evolutions and steps onto a new area as in the use of the internet in the 2008 presidential 
election in US or the increase of deliberative opinion polls in Europe and US. Under the 
weakening mass media influences, Japan’s current situation indicates the potential of the 
future increase on the demand for political communication using the internet. 
  Here, in the introductory chapter I will summarize the current condition of communication 
between voters and government on Japan politics. Summarizing the existing internet policy 
information services, the issues and challenges will be shown by surveys and interviews with 
the players of those existing cases in the chapter 1. Based on the exercises, the actual 
design and application of the policy facilitator named PoliNeCo to be shown in the chapter 2. 
Using the experiments on PoliNeCo , policy facilitator on internet will be validated with the log 
data, answers and questionnaires in the chapter 3. Then in the chapter 4, I will propose the 
potentiality of policy facilitator on internet and it’s position in society, based on those 
surveys, experiments and other case studies. Finally in the chapter 5 the upcoming required 
efforts will be discussed based on the review of this study. 
 
The knowledge acquired by this study are the followings: 
 

1. Policy facilitator on Internet has potentiality to improve the existing communication    
  structure between citizen (voter) and government. 
 
2. Policy facilitator on Internet can clarify the differences / common grounds on policy  
   matters among citizens and congresspersons, which could not be clarified with any    
   traditional approaches. 
 
[ Keywords ] 

1. Consensus-building  2. Participative democracy  

3. Social system design  4. Policy facilitator 
 

Takashi Iwata 
Keio University Graduate School of Media and Governance  
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ネット利用による政策ファシリテーターの設計・実施と可能性 
Designing “the Policy Facilitator on Internet ” and it’s Possibilities 

 
序章  

研究背景と概要 
  
 
１ 本研究の背骨となっている考え 
 
 この研究の背骨となっている考えが３つあり、それは相互に影響しあっている。 

 １つ目は、政治とは暮らしを豊かにするための道具であるという認識を広めるべきという考えである。 

日本では政治が主義主張を以て社会に影響を与える活動のように捉えられている傾向がいまだに根強い

と言える。それは本研究の政策ファシリテーターの開発過程においても感じたことであった。民主主義社

会において、政治は主義主張をぶつけるものではなく、暮らしを豊かにする道具であるべきである。しか

し、硬直化した見解が存在する故に、欧州においてケインズなどによって総合芸術と見なされてきた歴史

的な流れもある『政治』が、日本においては利権の奪い合いなどに象徴される次元の低いものとなってい

るのが現実である。日本に総合芸術としての政治の力を生み出すには、学問の枠の範囲で理論や現状の分

析に留まらず、幅広い分野の多くの人に、総合芸術としての政治の片鱗を感じることができる試みを提示

することが必要であり、本研究のような試みから、政治とは暮らしを豊かにするための道具であるという

認識を浸透させてゆくことができると私は考えた。 

 

 ２つ目は、私たちの社会は世界的な規模で、従来のルールの見直しが必要な変化の時期にあるという考

えである。1989 年の冷戦体制の崩壊までは、米国とソ連に代表された資本主義と社会主義の対立構造に

よって世界各国、各分野の活動が規制され、さまざまな変化が保留されてきた時代であった。その保留構

造のなかで比較的自由に動くことができたゆえに、日本は大きな経済発展を遂げることに成功した。しか

し、その冷戦構造の崩壊によって、グローバリゼーションと呼ばれる形の世界経済の活性化が起こり、同

時に日本は失われた十年と呼ばれるバブル経済の破綻を経験しながらも、世界経済の活性化に牽引される

形で国内経済を維持してきた。 

しかし、2008 年 9 月の世界金融危機以降、バブル経済で日本が経験したような状況に世界経済が陥って

いる。 

経済の膨張と破綻は、使い道が見いだせなくなった資金が行き場をなくすことで自己崩壊するプロセスで

ある。その背景には、古くはチューリップ、近年では IT 企業の株、住宅ローンを織り込んだ金融商品な

ど、実体経済よりも投資市場が肥大化したために、価値があると思えた投資対象の価値が低くなるという

シナリオが共通している。日本のバブル経済も 2008 年 9 月に発生した世界金融危機も、市場の中で資

金の使い道を見いだせなくなった時点から崩壊が始まっている。現在、私たちの社会が直面しているのは、

生産に軸を置き量的な拡大を是とする工業化社会の文脈がすでに行き詰まっている状況であり、金融市場
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に多くの資金があり、製品分野でも食料分野でも生産量は世界を満たすほどにありながら効果的な配分を

実現できていないという問題である。この問題を解消するためには、従来の量的拡大を基本とするルール

を見直し、産業構造と市場構造を見直す必要がある。 

 この見直しには、各領域で多くの新しい合意形成-一言で言えばガバナンスが求められる。たとえば従

来であれば、安くて品質の良い品が市場のなかで正しいとされてきたが、安くて品質の良い品の裏側には、

労働力が不当に安く抑えられることで労働力の使い捨て、製造工程での高い環境負荷の発生があったかも

しれない、また安くて良い品のために過剰に消費が喚起され商品そのものの使い捨てが促進されることも

考えられる。限られた市場での視点ではなく、他分野との相互影響も視野に入れた上で良い品を、生産者

だけでなく、買い手や市場の管理者（行政など）も参加し、再考することが求められるのがこれからの社

会である。 

社会システムの変遷のなかで、これからの社会は下図のような流れの中に位置づけられると考えられる。 
 

図表１■社会システムの変化 

 
 

高度情報化資本主義の後の社会で予想されることは、中長期的な社会展望（ヴィジョン）の共有とさまざ

まな判断を迅速に、社会全体で行う必要性の高まりである。 

 

 ３つ目は、そうした社会の変化の中で、ひとりひとりが自分の頭で考え行動できる環境が全体最適を実

現する重要な要素となるという考えである。 

 これらの３つの考えから、いま行うべき取り組みとして本研究に着手した。 
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２ 政治離れの実態 
 
2.1 低下傾向にある投票率 
  
 政治離れが指摘されて久しい。実際の投票率は下図のように衆議院選挙、参議院選挙ともに選挙毎での

変動はあるものの、全体的に低下傾向である。 
 
図表２■衆議院選挙の投票率の変化        図表 3 ■参議院選挙の投票率の変化 

 
 

2.2 若年層の投票率低下 
 
 特に若年層の投票率の低下が顕著である。結果的に投票率だけでなく、人口動態からも立候補者が選挙

に当選するには、中高年の人口の方が多い事を考えれば、中高年から支持されることが選挙戦略的に正し

いという状況になっている。 

          図表 4■衆議院選挙における年代毎の投票率の変化 

 

 出典：財団法人明るい選挙推進協会による資料より  
 

 出典：財団法人明るい選挙推進協会による資料より  
 

 出典：財団法人明るい選挙推進協会による資料より  
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2.3 投票意思決定の情報源は速報性に偏重傾向 
 
 女性が投票時に参考にする情報源について、女性向けのフリーペーパーを発行する企業の調査によると

上位３位は「テレビの報道番組」（60.5%）「新聞記事」（55.%）「テレビの情報番組」（36.0%）で

あり情報の蓄積よりも速報性を重視した情報源が重視されている。この結果、包括的な評価よりも単一事

項の比較や印象による意思決定が行われやすいと考えられる。情報の蓄積という面で優れているインター

ネットを利用した情報源については、「政党ホームページ」(3.5%)「インターネットの記事」(４.1%)と

上位の情報源に比較して参考にする割合が低い結果となっている。 

同様に、明るい選挙推進協会による調査では選挙関連情報の接触は「テレビの選挙報道」（50.4%）「政

党の政見放送」（47.4%）「掲示板に貼られた候補者のポスター」(41.1%)など単一事項の比較や印象に

よる意思決定が行われやすい情報源への接触度が高いことが明らかになっている。 

 

図表 5■女性の投票意思決定の情報源      図表 6■選挙関連情報への接触度 

 
   
2.4 政党支持率の低下硬直傾向 
 
 選挙ではないときにも定期的に行われている政党支持率調査では、「支持政党なし」が過半数を超えて

いる調査結果も珍しくない状態となっており、政党が有権者の要望を総括できない状況であることが推察

できる。（時事通信社の調査では、1996 年以降「支持政党なし」は小泉政権下の一時期を除き５０%以

上となっている） 

 出典：財団法人明るい選挙推進協会による資料より  
 

出典：「サンケイリビング新聞社・リビングくらしHOW研究所調べ 

2007 年参議院議員選挙「女性の投票行動調査」結果レポートより 
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2.5 マスメディアの影響力低下（テレビ離れ/新聞離れ） 
 
 2000 年頃からテレビ離れが統計上に現れ始めており、NHK による『国民生活時間調査』(2005 年)

によると 1995 年と比較して、全年齢層でテレビを視聴するという行為率が低下しており、とりわけ 10

代は 94%から 84%へ、20 代は 85%から 74%に減少している。 

同様に、新聞の発行部数も減少傾向にあり 1998 年に１世帯あたり 1.16 紙の発行部数が、2008 年には

0.98紙に減少している。スポーツ紙を含めた総発行数も53,669,866（1998年）から51,491,409（2008

年）と 200 万部以上減少している。視聴者と読者が減少しているだけでなく、ビジネスモデルとしての

テレビと新聞も構造転換を迫られていることはテレビ局、大手新聞社の経営状況が悪化していることから

も明白であり、マスメディアが中長期の視点に立った世論形成に及ぼす影響力は、今後増すことはあまり

期待できない。 

2.6 国会議員に対する低い信頼度と高い期待 
 
 中央調査社が 2000 年以降不定期で５回実施している『議員、官僚、大企業、警察等の信頼感』調査

によると国会議員への信頼度は常に低い傾向にあり(図表８)、同時に「国民にもっと信頼されるよう努力

して欲しいと思う日本の機関や団体はどれですか？」という設問では、国会議員が１位となっている(図

表９)。 

図表 7■職種別の信頼感の推移 

 
図表 8■「国民に信頼されるよう努力してほしい」機関・団体 

 

出典：社団法人 中央調査社  
『「議員、官僚、大企業、警察等の信頼感」調査』より 
 

出典：社団法人 中央調査社  
『「議員、官僚、大企業、警察等の信頼感」調査』より 
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2.7 政治離れの構造 
 
 ここまでに述べたそれぞれの事柄から生じていると考えられるのは、政治離れの悪循環構造である。 

〈有権者全体の投票率が低い〉→〈そのなかでも若年層の投票率が低いため、中高年に偏った支持を得る

ことが当選しやすい状況である〉→〈有権者全体の要望を反映しない政治活動が成立する〉→〈偏った支

持による政治となるために有権者全体を調査対象とする政党支持率は低い傾向になりやすい〉→〈投票す

る時の意思決定の多くは、速報性のあるマスメディアが重視されている〉→〈同時にマスメディアの影響

力そのものが低下傾向にあり〉→〈マスメディアが中長期の視点に立った世論形成を行うことを期待する

ことが難しい〉→〈誰も投票率を上げるモチベーションとインセンティブをつくり出すことができない〉

→〈そのため投票率は上がらず政治離れが更に進む。〉 

という構造である。 

同時に、政治は国民全体のために行われているという建前があるために、政治そのものが良く判らない状

態に陥っており、その結果、図表９のような構造で中長期の課題解決を行うことが困難となっていると思

われる。 

 

図表 9■政治離れの悪循環構造イメージ 
 

 
 
 
３ 研究の目的 
 
 本研究の目的は、先述した政治離れの悪循環に対して、ネットを利用した政策ファシリテーターの可能

性を明らかにすることであり、その成果から政治離れの悪循環構造を解消する知見の獲得を目指す。 

 
【目的】先行するインターネット上の政治情報サービスを把握した上で、インターネットを用い 
    た政策ファシリテーターの実働モデルを開発し、その可能性を明らかにする 
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４ 研究の手法と意義 
 
 本研究の目的を達成するために、研究手法として３段階のアプローチを採った。 

第１段階：先行するインターネット上の政治情報サービスの現状把握 

第２段階：先行サービスの現状把握で見出された課題に対応する政策ファシリテーター（実働モデル）の      

     開発 

第３段階：実働モデルの稼働を通じた検証 

 
まず第１段階では、すでに稼働している政治情報サービスについて機能比較などの現状分析を行い、主な

サービスの当事者へのインタビューから課題意識などを確認することで、日本で提供されている政治情報

サービスの現状を課題も含めて把握する。 

 

第２段階では、先行する政治情報サービスの課題を踏まえながら、具体的には選挙以外の時に不特定多数

の有権者が能動的かつ気軽に意思表明を行う仕組みとして、政策ファシリテーターの設計と開発を行いそ

のプロセスをグラフィックデザインから設問設計、調査票の配布方法、回答参加者の獲得方法も含めて総

合的に論述する。 
 

第３段階では、開発した政策ファシリテーターの実働から得られたログデータ、国会議員の回答、回答デ

ータ、利用所感についてのアンケートデータから検証を行い、その有効性と評価を総括する。 

 
本研究の意義は、３つある。 

ひとつはインターネットを使った政策についての合意形成システムの試みとして世界初の研究であると

いう点、もうひとつは、日本政治に対する実稼働モデルを通じた具体的な提案であるという点、そして、

経済学がメカニズムデザインによってより能動的な提案を行う学問に領域を拡大したように、合意形成と

いう学問が、その領域をより能動的に拡大する契機となる研究となるという点である。 
 
 
５ 論文の構成 
 
 本論文の構成は下記の通りである。 

≪第１章≫ 

 第１章では、現在すでに提供されているネットを利用した政治情報サービスの先行事例について現状分

析を行う。先行事例の各サイトを観察することに加え、主な取り組みの当事者にインタビュー調査を行う

ことで、先行事例の現状と今後の課題を浮き彫りにする。 

 

≪第２章≫ 

 第２章では、第１章で浮き彫りとなったネットを利用した政治情報サービスの課題を踏まえながら、そ
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の課題を乗り越える仕組みとして、政策ファシリテーターの企画と設計工程について述べる。開発の背景

となっているゲーム理論、メカニズムデザインへの言及、ユーザーである国会議員と有権者に対する考察

を踏まえながら、政策課題の選択基準、設問設計（マトリクス）、各政策課題の分析方法を示す。さらに、

政策ファシリテーターという一般には馴染みづらい位置づけの仕組みを受け入れやすくするための『ポリ

ネコ』という名称、ロゴマークの開発、国会議員からの回答を集める手法、アクセスを集める手法につい

ても述べることで、理論的な仕組みに留まらないデザイン要素についても示す。 

 

≪第３章≫ 

 第３章では、第２章にて設計開発された政策ファシリテーター：ポリネコの試作版による稼働を通じて

得られた各データの検証を行う。各データとは、政策ファシリテーター：ポリネコ（www.polineco.jp）

のアクセスデータ、議員から得られた回答、一般利用者の回答、利用評価である。検証のポイントとなる

のは、政策ファシリテーターとして機能しうるかどうか、そして政治離れの悪循環を解消する有効性を持

つかである。 

 

≪第４章≫ 

 第４章では、第３章での成果をもとに今後の政策ファシリテーター：ポリネコのサービスモデルとして

の可能性を運営面、社会的意義の面から、ネットを利用した政治情報システムと政策ファシリテーター：

ポリネコの実働データから得た知見から考査し、提案を行う。 

 

≪第５章≫ 

 第５章では、研究の成果から得られた知見と結論を提示する。 

そして、今後の展望を示し、本論文を締めくくる。 

 

 

６ 補足事項 
 
 本論文について、いくつか補足事項を述べる。 
 
本研究にて開発した政策ファシリテーター：ポリネコの基本アイデアは、本研究より以前の2005年に 

ビジネスモデル特許として特許庁に申請した『政治家評価システム』特開2007-41946  

【識別番号】304041068に置いている。 

開発当時は、閃きに近い着想で開発したアイデアを、大学院での学びを通じて政治学、合意形成の文脈を 

踏まえる形で発展させたのが本研究である。 
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第１章  

ネットを利用した政治情報サービスの先行事例の現状と課題 
 
 本章では、すでにネットを利用した政治情報サービスとして提供されている事例の現状把握と分析を行

う。2000 年前後からインターネットは大学、研究機関での利用から一般利用へと普及し、ユーザー層も

急拡大した。この時期は、インターネットによって既存経済や社会の運営体制が変わるということが真剣

に語られた時期でもあった。 

この時期に、1998 年にオランダでは、『ボートマッチ』がそれまでの用紙に記入し、ユーザーが計算を

行う心理テスト形式からネットを利用した現在の形式へと変わり、2000 年に韓国では、市民メディアに

よるインターネットニュースメディアの可能性を示した『オーマイニュース』が立ち上がった。 

しかし、インターネットの最初期には熱意を伴った語られた変革が楽観的でありすぎたことは、その後の

IT バブルの沈静化や、現実経済なしにインターネットが成立しない事実によって衆目の一致するところ

となった。 

以下に紹介する先行事例は、変革への期待と現実認識による期待の失速を経ながらも現在までにサービス

としてサイトが稼働、またはサイト稼働していない場合でも運営主体が稼働し次の準備を行っている『ネ

ットを利用した政治情報サービス』の先行事例である。 

 
 
１.１ ネットを利用した政治情報サービスの定義 
 
 まず先行事例として”ネットを利用した政治情報サービス”について述べる前に定義づけを行う。  

本研究では、ネットを利用した政治情報サービスを『インターネットを利用し政治に関する情報を独自の

視点で編集し提供するサービス』と定義する。 

議員の名簿や法令をネット上で表示するサイトも政治情報を提供するものとして考えられるが、こうした

サイトは、”独自の視点で編集し提供する”という要素を含んでいるとは言えないため、この定義には含ま

れない。 

本研究ではこの定義に基づき、”ネットを利用した政治情報サービス”の現状把握と分析を行う。 
 
１.２ ネットを利用した政治情報サービスの観察・利用調査 
  

本研究時（2008 年 12 月現在）におけるネットを利用した政治情報サービスは、大きく２つに分けるこ

とが出来る。ひとつは政治の状況を伝えることに重点を置いたものであり、ひとつは選挙に重点を置いた

サービスである。 
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 政 治の状況を伝えることに重点を置いたものの代表格は、『 yahoo! みんなの政治』

(http://seiji.yahoo.co.jp/)である。ヤフー株式会社の CSR（Company Social Responsibility ：企業

の社会貢献活動）として運営されているサイトである。主な機能/コンテンツは、政治ニュース、記事の

読み比べ、国会議員の国会議員の議案への採決・コメントを表示するコンテンツ、国会議員に向けた

『yahoo!みんなの政治』による一斉アンケート調査結果を表示するコンテンツ、国会議員活動レポート、

みんなの政治投票・テスト、みんなの議員評価などがある。特にみんなの議員評価はヤフーの ID を持っ

た一般利用者ならば誰でも利用できる機能で、一般利用者が各自の観点から国会議員に対してコメントと

評価を『yahoo!みんなの政治』に送信できる機能である。またヤフーの ID を持っていればMy政治とい

うマイページ機能を作成することができ、この機能によって、利用者が登録した議員、議案評価の更新情

報の確認、自分が投稿した議員評価と議案評価を他の評価者と比較できるようになるなどの機能を利用で

きるようになる。 

またサイト内には、新日本パブリックアフェアーズ株式会社の企画と協力による『yahoo!みんなの政治 

ポジショニングテスト』も設けられており、このポジショニングテストでは、外交全般に関する質問に答

えるとグローバル派/ローカル派、ハト派/タカ派の２軸によるポジショニングマップに回答をマッピング

し、性別/年代/所在/職業/支持政党のそれぞれの切り口で分布の状態を確認できるようになっている。

2007 年７月には参議院選挙の影響もあり、167 万 6,487 人の利用があったとされている。安倍前首相

の辞任から福田政権誕生の時期にあたる 2008 年 8 月には 79 万人であった（ネットレイティング社に

よる発表データ）この数字は、2008 年 7 月時点と比べて 228％増という発表であり、政治に大きな動

きがない場合は、30 数万人が毎月アクセスしているということが推察できる。 

 

 次の代表格が、『言論 NPO』(www.genron-npo.net/)である。週刊東洋経済の記者であった工藤泰志

氏が立ち上げた「日本の主要課題に対して建設的な議論や対案を提案できる新しい非営利のメディア、言

論の舞台をつくろう」（HP 上の紹介文より）という趣旨による NPO 活動のウェブサイトである。主な

活動はマニフェスト評価、アジア戦略政策会議、地方再生戦略会議、東京-北京・北京-東京フォーラムで

あり、ウェブサイトの機能やコンテンツに重点が置かれていると言うよりも主な活動をサイト上で紹介す

る設えとなっている。しかし、@nifty のビジネス SNS との連動も 2008 年から始まっておりウェブサ

イトを主軸に置いた取り組みもはじめられている。 

 

 『ザ・選挙 JANJAN 全国政治家データベース』(www.senkyo.janjan.jp/)は名称に選挙という言葉が

立てられているが、国政選挙だけでなく、地方選挙も含めて紹介を行っている。さらにマニフェスト研究

所という名称で、全国各地のマニフェストの紹介、マニフェスト大賞の紹介を行うコンテンツと、国会議

員白書という名称で、衆参それぞれの国会議員の議員立法提出数ランキング、質問趣意書提出ランキング、

委員会出席数ランキング、委員会発言数ランキング、本会議 棄権・欠席率ランキングを表示するコンテ

ンツを提供しており、選挙以外の期間でも政治に関する情報提供を行っている。名称に JANJAN とある

よ う に 、 日 本 イ ン タ ー ネ ッ ト 新 聞 株 式 会 社 に よ る イ ン タ ー ネ ッ ト 新 聞 『 JANJAN 』
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(http://www.janjan.jp/)内の常設コンテンツとして位置づけられている。JANJAN のアクセス数は一般

公開されている資料で一日約 20 万アクセス(2007 年時点)である。 

 選挙に重点を置いたサービスの代表格は、毎日新聞社による『えらぼーと』である。2007 年の参議院

選に合わせて公開されたもので 21 問の設問に答えると利用者と各政党との一致度、及び立候補者との各

回答の一致・不一致を確認することができるものであり、携帯版からの利用も可能であった。2007 年 7

月 6 日から 29 日までに 37 万人のアクセスがあったとされている。 

同様のものとして神戸大学の品田教授、東大社会科学研究所の上神貴佳研究支援推進員らの研究チームに

よる『投票ぴったん』(http://www.votematch.jpn.org/)がある。2007 年 7 月 12 日から 18 日までの

１週間で約 15,000 回の利用（毎日新聞記事より）があったとされている。どちらも基本的には選挙期間

中にのみ運用されるものであり、選挙期間中でない期間は利用することができない。 

 また選挙に対するユニークな角度の取り組みとしては、静岡大学情報学部佐藤哲也研究室による

『shuugi.in - 衆議院選挙総合情報サイト』(http://shuugi.in/)がある。これは、”予測市場とは、株式市

場のような市場原理を用いて、みんなの予測をまとめて行きながら、将来の予測をしていく手段”

（shuugi-in ウェブサイト内の説明文より）として利用者が株のような仮想のポイントを政党の議席数や

政党代表候補に誰がなるかなどに賭けることで、集合的観点から選挙結果を予測するというものである。

利用には登録（無料）が必要で 2008 年現在の登録者は 1,435 人である。ロボットプログラムも組み込

まれており、参加者が 200 人程度いればロボットプログラムによって予測市場モデルとして成立するよ

うになっているという。サイト名こそ『shuugi.in - 衆議院選挙総合情報サイト』であるが、選挙の時期

を予想する市場も開かれているため、常時ではないが、選挙期間ではないときにもサイトは運営されてい

る。以前は、「sangi.in - 第 21 回参議院議員通常選挙総合情報サイト」という名称でサイトが用意され

ていたが選挙終了後にサイトも終了している。 

 

 これら以外の事例として、福岡県福岡市の(株)イーハイブ、日栄インテック(株)による『選挙情報専門

サイト Election.』（www.election.co.jp/）(株)イーハイブによる『エレログ』（www.election.ne.jp）、

若年層の政治離れを食い止めることを目的に活動している NPO 法人ドットジェイピーによる『ドットジ

ェイピー』（www.dot-jp.or.jp/）がある。 

『選挙情報専門サイト Election.』は選挙に焦点をあてた情報サイトであり、選挙時以外は、ネットアン

ケートによる世論調査を行っている。しかし、明確な編集の方向性などは明示されていない。『エレログ』

は『選挙情報専門サイト Election.』と連動する形で(株)イーハイブの商品でもある「COMLOG」を利用

して開発されたもので、議員が有料の登録を行うことで議員のウェブサイトとのリンクをニュース、ブロ

グ環境と合わせて動的に表示するものである。一般利用者は各議員のサイトやブログにアクセスせずにこ

のサイトで登録している議員に限れば更新状況などを確認できる。このサービスも編集的な意図は明示さ

れていない、しかし独自のプログラミングによって情報を表示することは、その工程において編集的な意

図は少なからず反映されるものなので、ネットを利用した政治情報サービスと言うことができる。 

 『ドットジェイピー』は、学生を議員事務所にインターンシップ形式で派遣することや、政治に関する
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コンテンツの『yahoo! みんなの政治』への提供を行っている。一般利用者視点に立つと、サイトそのも

のに政治に関する情報提供サービスと言えるものはないが、『yahoo! みんなの政治』のサブシステム的

に機能していることから、ネットを利用した政治情報サービスの比較対象のひとつとして捉えることがで

きる。 

 

このようにさまざまな形でネットを利用した政治情報サービスが存在しており、多くの情報が扱われてい

る。 

日本で利用できるネットを利用した政治情報サービスをまとめると以下の（図表 10：日本で稼働してい

る主な政治情報サービス）のようにまとめることができる。この一覧から判ることは、多くのサービスが

ありながらも、議員のポジショニングや政党のポジショニングなど政治状況を判りやすくする仕組みや、

議員と利用者が政治課題を共有するサポート機能は存在しないこと、利用者個人の視点に立った機能、政

策単位の情報提供など、政治離れの悪循環構造を解消する仕組みが提供されておらず、「一時的（選挙時

のみ）」、「大きな括り方（政策課題単位ではなく）」、「参加性が低い（利用者視点から遠い）」とい

うサービスに留まっていることが判る。 

 

図表 10■日本で稼働している主な政治情報サービス 
 

 
 こうした実情は、インターネットが普及する以前から存在したマスメディアについても同様であると言

える。政治と有権者間を繋ぐマスメディアによるコミュニケーションは次の（図表 11：従来からの政治-

国民コミュニケーション）ように表すことができる。 
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図表１1■従来からの政治-国民コミュニケーション 

 
 
このような形のコミュニケーションの弊害として、仲立ちの位置にあるマスメディアの機能低下、影響力

低下が起こった場合「国会議員」と「私たち/有権者」の間のコミュニケーションが質・量ともに低下す

る恐れがある。現実問題として、マスメディアが持つ、紙面と電波は容量が限られているため多くの情報

を取捨選択し、ヘッドライン、見出しが立つように編集されている。そのためひとつひとつの情報が過去

の情報とどう繫がるのか、別の情報とどう連動するのかといった情報は重要視されない傾向にあり、その

結果として中長期の戦略的視点よりも短期的なわかりやすい視点でニュースが生成される傾向にある。 

一方、現在のネットを利用した政治情報サービスによるコミュニケーションは、先にまとめたコンテンツ

の在り方や機能面から次の（図表 12：現在のネットを利用した政治情報サービスの位置づけ）ように表

されると考えられる。 
 
図表１2■現在のネットを利用した政治情報サービスの位置づけ 

 
 
このように、マスメディアに対しての補助的な位置づけに留まっていると言える。つまり現在のネットを

利用した政治情報サービスは、現在の政治に対してインターネットの特性を活用することによって可能に

なると考えられる、既存のマスメディアには存在しない取り組みを実現していないのである。 
 
１.３ 他分野のネットを利用した情報サービスの成功事例が示すこと 
 
 政治以外の他分野では、インターネットの特性を活かした補助的な位置づけ以上のイノベーション事例

は既に存在している。成功事例としては『カカクコム』（www.kakaku.com）が挙げられる。『カカク

コム』は、家電・AV関連、パソコン周辺機器などの価格情報をワンストップで比較できるサイトである。

ある記事では、”ある商品を最も低価格で販売している店舗から順にランキング形式で教えてくれるサイ
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ト”と説明されている。カカクコムが確立する以前は、小売店各店の情報は、生活者がその都度集めなけ

ればならず、集めた情報も蓄積することができなかった。しかし、カカクコムが出現することによって生

活者は、カカクコムにアクセスすれば、どこの小売店が最安値かを知ることができるようになった。また

ユーザーによる書き込み情報によって小売店の店員よりも詳細な利用者視点にもとづく情報を得られる

ようになった。一方、小売店はカカクコムの情報を見ながら自店の販売価格を設定することで効率的な集

客ができるようになった。さらに、メーカーもカカクコムの情報（価格、ユーザーの意見、満足度評価な

ど）を見ることで商品政策などを考えることができるようになった。こうした構造を実現することによっ

て、カカクコムは、小売店からの掲載料とアクセス数が増加しサイトの媒体価値の確立に成功し、広告収

入とアフェリエイト収入（保険商品などで得られる紹介料）を得られるようになり、スタート時 1997

年は個人による手作りのサイトだったものが、2005 年に東京証券取引所に上場するまでに成長した。あ

くまでカカクコムはネットを利用したイノベーションの事例の１つでしかない、しかし、ネットを利用し

た購買情報サービスによってメーカー、小売り、生活者間の購買プロセスに変化がもたらされたのである。

この変化によって従来から AIDMA【アイドマ＝ 1. Attention（注意）→2. Interest（関心）→3. Desire 

（欲求）→4. Memory （記憶）→5. Action （行動）：1920 年代に米国で、消費者の購買心理を表す

ものとしてまとめられた】と言われてきた購買プロセスに、AISAS【アイサス=1. Attention（注意）→

2. Interest（関心）→3. Search （検索）→4. Action （行動、購入）→5. Share （共有、商品評価を

ネット上で共有しあう）：2000 年初頭にネットでの購買行動のプロセスモデルとして日本の広告業界か

ら提唱された。】というプロセスが加わることで、結果的にメーカー、小売り、生活者それぞれにとって

従来にない、尚かつ有益な情報の流れが確立したのである。これはほぼ個人単位で完結していた従来の購

買プロセスが、インターネットによって面識のない他者との関わりを持つようになることで、それぞれの

行動が変化したことを意味する。カカクコムに代表されるネットを利用した購買情報サービスは、従来の

購買プロセスの補助的位置づけではなく、購買プロセスの構造を変化させる第２のエンジンとして機能し

ているのである。この構造は次のように表すことができる(図表 13)。 

図表１3■ネットを利用した情報サービスの成功事例による構造 
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こうした他分野での事例を踏まえると、ネットを利用した政治情報サービスの先行事例は、ネットの特性

を充分に活かしておらず、既存のコミュニケーション構造の補助エンジンに留まっていると考えられる。

補助的なものであるということは、既存のコミュニケーション構造にイノベーションを起こすことができ

ず、序章で指摘した政治離れの構造を解消することも難しいと考えられる。ネットを利用した政治情報サ

ービスの発展を考える上で、この状況は大きな課題であると言える。 
 
１.４ 主要な政治情報サービスへのインタビュー調査 
  
ネットを利用した政治情報サービスがどういった実情と背景によって補助的なものに留まっているか、そ

うした現状を認識しているのかを知るために、実際にネットを利用した政治情報サービスを運営している

方々にインタビュー調査を行った。 

手法としては、共通する基本的な質問事項を予め設けてその質問事項に沿ってインタビューを行う方式を

とった。共通する質問事項は以下のように設定した。 

 

質問１：取り組み理由/背景（誰が発起したか？顧客/収益源の想定） 
質問２：現在の状況に対する問題/課題意識 
質問３：得られた反響（良い反応、悪い反応両方-どういう人が使っているか？） 
質問４：予想外のことはあったか？あればそれは何か？ 
質問５：収益性について（スタッフ体制） 
質問６：今後どのような展開を考えているか？（地方版、有料化、国際展開など） 
 

上記の質問以外にも可能な限りコメントの収集と意見交換を行った。 

 
1.4.1 毎日新聞 えらボート 
  
日時：2008 年 10 月 22 日 14 時より  

 場所：毎日新聞ビル地下の喫茶店 

 インタビュー対象者：相良美成氏（世論調査室 次長） 
 

質問１：取り組み理由/背景（誰が発起したか？顧客/収益源の想定） 
-2005 年の衆議院選挙後に技術畑の福田が、有権者が政策を読まないという問題意識のなかで、    

 欧州でのボートマッチの動向を見て社内提案を行った。 

-翌 2006 年に正式に社内提案が行われ 2007 年 5 月わずか 3ヶ月で開発を行った。 

 

質問２：現在の状況に対する問題/課題意識 
-携帯版も開発したが、9割は PC ユーザーであり、見やすさや使いやすさの点で問題があった。 

 次回の衆議院選挙の際は、携帯版をより使いやすい形に改良してリリースする予定である。 
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-選挙の後に継続する仕組みがないこと。これは現状の宿題。 

 選挙の時は立候補者の（当落が）生死に関わることなので、回収率が向上する。しかし、選挙後の高い 

 回収率を見込むのは難しい。 

 

質問３：得られた反響（良い反応、悪い反応両方-どういう人が使っているか？） 
-政治への関心が増した、面白かった、議員の名前から政策への着目点が拡がったという意見が得られて

いる。 

-一方、特定の政党に肩入れしている、選挙違反であるという否定的な反応もあった。 

 

質問４：予想外のことはあったか？あればそれは何か？ 
-中学校の授業で活用したという話もあった。 

-立候補者からほとんど苦情がなかったこと。 

 あとから回答を変えて欲しいという要請はあった。 

 

質問５：収益性について（スタッフ体制） 
-会議を行う場合は 20 数名が集まるが実質的には 4-5 人の体制で、他の仕事と兼任で行っている。 

-新聞社では編集と経営は意識的に切り離して考える体制となっており、収益性については考えていない。 

 

質問６：今後どのような展開を考えているか？（地方版、有料化、国際展開など） 
-地方版（県会議員、市長、県知事）は人的問題でできていないのが実情で、今後そういった展開を行う

予定はない。 

 

＜質問以外の事柄に関するコメント＞ 
-世論調査は有権者の縮図と考えられるが、ネットでは回答者母数の量よりも、回答者の傾向に偏りがあ

るのではないか。そう言う意味で回答者数が多ければ良いわけではない。 

-たとえば、民主党は選挙に勝つという求心力が働いている。政策や理念による集まり方は、選挙に勝つ

という求心力よりも弱く難しいのではないだろうか。 

-官僚は有権者/国民の声を吸い上げる仕組みを持っていない。世論調査頼みとなっているのではないか。 

 
1.4.2 Yahoo! みんなの政治 
 
 日時：2008 年 11 月 5 日１8時 30 分より  

 場所：ヤフー本社（ミッドタウン 11 階） 

 インタビュー対象者：川邊健太郎氏（メディア事業部 ニュースサービス部 部長） 

           指原卓也氏（広告本部 広告プラットフォーム開発部） 
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質問１：取り組み理由/背景（誰が発起したか？顧客/収益源の想定） 
-企画そのものは 2004 年末から 05 年に存在していたが、2006 年 2 月 22 日-永田メール問題がニュー  

スとなっていたときにスタートした。 

-ヤフー10 周年の CSR 活動として、さまざまな社会貢献が考えられた。誰に感謝するかと考えたときに、 

 ヤフーの主要なユーザーである 20-30 代の投票率が下がっており、明るい選挙推進協会のデータによ

る と投票に行かない理由が”政治不信”、”必要な情報を得られなかった”という回答だったことから『みん

なの政治』を発案した。 

 

質問２：現在の状況に対する問題/課題意識 
-議員個人の情報が少ないことが最も大きい課題と捉えている。 

-議案の賛否の情報も少ないと認識している。 

 

質問３：得られた反響（良い反応、悪い反応両方-どういう人が使っているか？） 
-主な利用者は 20-30 歳代 

-男女比は８：２で男性が多い 

-他のヤフーのコンテンツよりも 50 代が増えている傾向がある 

-どちらかと言えばというレベルではあるが、公務員が多い 

 

質問４：予想外のことはあったか？あればそれは何か？ 
-（当初、議員会館で説明会を行ったところ）議員、議員秘書からは嫌がられた。 

-TV、新聞の出ない議員からは好意的な反応を得られた。 

-政治の関係者からは、「民主党に有利っぽい」と言われた。 

 

-新聞社の人からは、「うちがやればよかった」と言われた。 

 

質問５：収益性について（スタッフ体制） 
-収益はない。但し、政党/行政の広告枠として販売を行っている。しかし、一枠 100 万円から 200 万円

でしかなく『みんなの政治』として収益構造はないに等しい。 

 

-プロデューサー1.1 名/ディレクター1名/エンジニア 1.5 名/制作 0.3 名/編集 1.5 名（月単位）の稼働

量兼務であり専任はいない。 

  

質問６：今後どのような展開を考えているか？（地方版、有料化、国際展開など） 

-地方議会版も考えているが、利用者と議員がイシュー（議題）を決める場としたい 
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-議員献金の機能も考えているがまだ利用者のマインドが醸成されていないと考えている 

-国際展開も考えすでに、アメリカ大統領選挙のコンテンツも設置したが、ページビューが上がっても 

 コメントなどが少ないのが現状 
 
＜質問以外の事柄に関するコメント＞ 
-『政治ポジショニングテスト』は新日本パブリックアフェアーズからの企画で、お互いの持ち出しで開

発をしている。得られたデータは、新日本パブリックアフェアーズで職業別や地域別などの切り口で使っ

ているはずである。 

-政治の玄人からは、通常国会審議の無意味さを指摘されている。（本来の政策は部会段階で形成されて

いる） 

-若年層の投票率向上が目的なので、今後はもっと刺さるサービスを開発したい。SEO 面、RSS などの改

良を行いたい。 

-初心者向けのコンテンツとして、マンガやポジショニングテストを用意している。 

-ヤフーという企業の立ち位置があるため「この議案に答えてください！」ということは敢えて行ってい

ない。 

-万人受けするプラットフォームである。 

-しかし、（一部の）議員からはアジェンダ設定を求められている 

-マッチングは考えることを減退させると思う。 

-調査は議員から無視されることもあるが、マニフェストは明記されているのでその分、信頼性が高いと

考えている。 

 
 
1.4.3 言論NPO 
 
 日時：2008 年 11 月 13 日 14 時より  

 場所：言論 NPO オフィス 

 インタビュー対象者：工藤泰志氏（代表） 
 

質問１：取り組み理由/背景（誰が発起したか？顧客/収益源の想定） 
-小泉政権以前の日本の政治はばらまきでしかなかった。政治には、考える機能がなかった。 

 そうした状況に対して日本に政策論争の場をつくる個人の自立を促すために発起した。 

-発起は、工藤泰志氏 

 

質問２：現在の状況に対する問題/課題意識 
-政策評価が横断的に出来ていない。そうした組織もない。 

-政策論争のためには規律も必要だが、その規律も出来ていない。 
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-アメリカではブルッキングス研究所のような機関をはじめとして、政府の外にも政策評価、提言を行う

インフラが整っているが、日本にはそうしたあたり前のインフラができていない。 

-人の厚みがない、政策形成に携わる人は１万人を切っているのではないか。 

 

質問３：得られた反響（良い反応、悪い反応両方-どういう人が使っているか？） 
-省庁関係者は協力的な人が多い 

 

質問４：予想外のことはあったか？あればそれは何か？ 
-特になし 

 

質問５：収益性について（スタッフ体制） 
-立ち上げ時に 5億円を集め、NPO としてその資金で運営している。財団などからの助成もある。 

-しかし、収益モデルとしては成り立っていない。 

-NPO ではなく、株式会社のほうがよかったかもしれない。 

-事務所のスタッフは 11 名（学生スタッフも含む） 

-役員は 11 名 

-サポート企業は 8社 

 

質問６：今後どのような展開を考えているか？（地方版、有料化、国際展開など） 
-収益モデルを確立したい 

-コンテンツとネットワークはすでにあるので、そこからお金を生み出す仕組みをつくりたい。 

 
＜質問以外の事柄に関するコメント＞ 
-専門性が高いコンテンツが多いので、本研究で開発する政策ファシリテーターのような間口を拡げられ

る仕組みと組み合わせることで、政策形成マーケットを構想できないだろうか。 
 
 
1.4.4 衆議院選挙総合情報サイトShuugi-in 
 
 日時：2008 年 12 月 10 日 17 時より  

 場所：スカイプ（ネット通信ソフト）を利用したネットインタビュー 

 インタビュー対象者：佐藤哲也氏（静岡大学情報学部教授） 

 
質問１：取り組み理由/背景（誰が発起したか？顧客/収益源の想定） 
-予測市場の有用性を検証するため。 

-ユーザー層は政治に興味のある人、ネットに精通している人、マーケティングに興味のある人を想定 
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質問２：現在の状況に対する問題/課題意識 
-ユーザーの定着、積極的参加を促すインセンティブの持たせ方が課題 

 

質問３：得られた反響（良い反応、悪い反応両方-どういう人が使っているか？） 
-よい反応が多い。ただ、実用化は容易ではない。 

-悪い反応はあまりない。 

 

質問４：予想外のことはあったか？あればそれは何か？ 
-特にない。 

 

質問５：収益性について（スタッフ体制） 
-私と学生 1名 

 

質問６：今後どのような展開を考えているか？（地方版、有料化、国際展開など） 
-あまり考えていない。 

 
＜質問以外の事柄に関するコメント＞ 
-（研究ではあるが）この shuugi-in を広く使っていただくことには前向きである。 

-予測市場の予測能力は高いものではない、知能判断では明らかにならない、単なる雰囲気のマーケティ

ングツールと言える。 

-集合知を考える時に、フロー型とストック型がある。フロー型ならば『2ちゃんねる』くらいの規模が

ないとあまり意味がない。ストック型のような形は集合知向きであり、情報に蓄積による学習効果が期待

できる。 

-政治の現場では、まだ電話調査を重視しているのではないか。 

 

 
1.4.5 インタビューのまとめ 
 
 以上のインタビューから判明したことは、ネットを利用した政治情報サービスとして情報の独自性と収

益モデルの両方を実現しているものがないという事実である。『えらボート』は新聞社の新聞報道の補足

的な位置づけであり、『yahoo! みんなの政治』：企業の CSR 活動の一環なので、何かを提案するなど

の独自情報をつくり出ことは基本的に難しく、『言論 NPO』は独自性のある情報をつくり出しているも

のの、収益モデルとして一般に広まる形にはなっておらず、『Shuugi-in 衆議院選挙総合情報サイト』は、

研究が主であるため大きな拡がりにはなりづらいことが判った。 

 上記のインタビュー以外に非公式なものとして、他の政治情報サービスの関係者から話を聞くことがで
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きたが、そのインタビューでも日本有数の市民ジャーナリズムと言われるサイトの運営が収益モデル上、

極めて厳しい状況であることを示唆された。 
 
 
１.５ ネットを利用した政治情報サービスの課題 
 

  観察・利用調査から見えてきたことは、日本におけるネットを利用した政治情報サービスの先行事例

が、数十万から 100 万/月以上のアクセス数や真摯かつユニークな取り組みで実績を挙げているにも関わ

らず、既存のマスメディアによるコミュニケーションの補助的な位置づけにとどまっている現状である。 

 

 インタビュー調査から把握できたことは、既存のマスメディアの補助的な位置づけにとどまっている背

景である。毎日新聞社による『えらボート』は、新聞という本業の補助的な位置づけにとどまっているこ

とが明らかになった。『yahoo! みんなの政治』は企業の CSR という位置づけであるために、万人のプ

ラットフォームとしてのポジションを意識している故に、「この議題に答えてください」というような形

で政策課題への誘導やアジェンダ設定が難しい状況が明らかになった。『言論 NPO』は、政策指向であ

るがゆえに専門性が高いコンテンツとなっており、ユーザーの裾野を拡げることが困難な状況となってい

ることが明らかになった。『衆議院選挙総合情報サイト Shuugi-in』は研究が主目的であるため現状以上

の取り組みを行えない状況が明らかになった。 

 

政治以外の分野で成功しているネットを利用した情報サービスの事例『カカクコム』のように、インター

ネットを利用した情報サービスが成功するには、そのサービスの利用者にとって既存の構造では得られな

い情報を得られることが重要であると考えられる。政治離れの悪循環構造を生みだしている大きな要因と

も言えるマスメディアによる政治と日本国民（有権者）の間のコミュニケーションに対して、『カカクコ

ム』が実現したような変化を実現するには、ネットを利用した政治情報サービスが既存のマスメディアで

は得られない情報をネットの特性を活かして利用者に提供できる仕組みを実現するべきであるが、ネット

を利用した政治情報サービスの先行事例からはそうした取り組みが近未来に実現する可能性が弱いこと

が明らかであり、ここに日本の政治情報システムにとって大きな課題が存在すると言える。 
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第２章 

いままでにない政治情報システムの設計・開発 
 
 第１章において、先行事例であるネットを利用した政治情報サービスの課題は、〈ネットを利用した政

治情報サービスが、既存の政治-日本国民（有権者）のコミュニケーションでは得られない情報を充分に

提供できていないために、マスメディアの補助的なものにとどまっていること〉であることが見出された。 

この課題を乗り越える解は、下記のように考えることができる 

 
既存の政治-日本国民（有権者）のコミュニケーションでは得られない情報を 
得られる方法をつくりネットの特性を活かして提供すること” 
 

ゆえに本章では、この方法について考察を行い実際に最小限のモデルとして開発を行う。本格的なサービ

スモデルとしての実現は時間的にも金銭的にも大きな困難が立ちはだかるが、最少規模のモデルによって

ネットを利用した政治情報サービスの課題を乗り越える方法とその可能性を見出すことは決して不可能

ではなく、そこから見出される知見には大きな意義があると考えられる。 

実稼働モデルの出発点となる設計ポイントの整理から実際の開発について述べる。 

 

１：設計のポイントとなる要素の考察と設定 
 
2.1.1 利用者１：一般利用者に対する考察 
  
 一般利用者の視点に立って政治-日本国民（有権者）のコミュニケーション（図-既出）を俯瞰し、この

コミュニケーションの構造から得られない情報、マスメディアでは得られない情報とは何かを考えると、

ニュースのような速報性のあるフロー型の情報ではなく、ニュース、政治的な課題とされる事柄、即ち政

策課題を構造的に理解する蓄積型の情報すなわちストック型の情報であると判る。さらに、政治分野とい

う特性から考えれば、議員ひとりひとりの評価となるテレビや新聞に取り上げられるのは 721 名（2008

年 12 月時点）の国会議員の一握りでしかない。ひとりひとりの議員が何を考えてどう行動しているのか

という情報を共通の枠組みで比較できればそれは評価となりうる。そして、一般利用者である自分がどの

ようなポジションなのかということを考えることをサポートする情報も重要である。この情報がなければ

蓄積された情報を有益に利用することは難しい。しかし、これだけの情報が得られたとしても一般利用者

は、まだ政治に対して観客の域を出ないだろう。そこで有効なのは、一般利用者にとって評価できる議員

が誰かを知ることができる情報を提供することが望ましいと考えられる。具体的には一般利用者と議員の

マッチング機能である。 
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2.1.2 利用者 2：国会議員・政党に対する考察 
 
 国会議員の立場をイメージして政治-日本国民（有権者）のコミュニケーションを俯瞰し、このコミュ

ニケーションの構造から得られない情報を考える。すると、それは有権者が政治で課題となっている事柄

に何を望むかという疑問に応える情報であると考えられる。なぜならば、世論調査ではある事柄について

の賛否は見出されても、ある政策課題についてのアプローチを見出す順序づけとなる賛否以上の情報、要

望の全体像を掴む情報は見出されないからである。また、議員個人としての自分の行動がどういった有権

者層から支持されているのか、支持されていないのかという情報も重要であると考えられる。所属政党内

部の政策見解や支持が安定している状況では、このような情報の重要度は低いが、政党内部の政策見解や

支持が安定していない場合は、議員個人単位での有権者からの評価情報があれば、政党による制限を超え

た行動を検討することが可能となるだろう。既存の政治に問題意識が高いものの、政治的影響力の低い議

員が居た場合、その議員の行動は政党によって規定される部分が大きい。なぜならば、政党を離れれば、

政党内に居ることで得られる政党助成金による金銭面の支援、政党内からの情報共有、議会での質問機会

の獲得などを悉く失い有権者から評価される機会の大半をなくしてしまうからである。 

しかし、有権者からの評価情報が現在の政治-日本国民（有権者）のコミュニケーションでは見いだせな

い形で確認することができ、尚かつ自分以外の議員の動向を知ることで合従連衡の可能性を検討出来るよ

うになれば、現在の政党に所属する以外の選択肢を見いだせる可能性も高くなる。 

国会議員個人単位でこうした調査を行うことは人的側面、コスト面そして情報管理の観点から実施は難し

いと思われるが、共通の仕組みとして情報が提供されれば懸念要素の大半が軽減されることが期待できる

ので、議員から価値を認められる可能性が高いと思われる。 

 

 一方、政党の立場をイメージして政治-日本国民（有権者）のコミュニケーションを俯瞰すると、議員

個人と同じく有権者が政治で課題となっている事柄に何を望むかという疑問に応える情報を求めると考

えられる。しかし、政党助成金を得ている政党は何らかの調査をすでに行っているので、情報の有意性を

認められない可能性もある。一方、議員に対して党議拘束などによる規制を設定できても、日々の活動の

すべてを管理することは事実上難しいため、所属する議員の考えがどの程度結集または分散しているかを

知る目安を得ることができる情報は今までにないものであり、政党という組織を運営する上で、所属議員

単位の動勢を知ることが出来る情報には価値を認める可能性が高いと思われる。 

 
2.1.3 ゲーム理論・メカニズムデザインからの考察 
 
 従来の政治-日本国民（有権者）のコミュニケーションから得られない情報とその流れが生まれること

で、有権者と議員・政党にとってより望ましい民主主義が実現する可能性が高まると考えられるが、ここ

で思い起こされるのはアローの定理（Arrow's impossibility theorem）である。個人の選好による多数

決によって行われる意思決定では全員の選好を反映した結果を見いだせないことを示したアローの定理

は、後にギバード・サタースウェイトの定理の形で（Gibbard‒Satterthwaite theorem）ゲーム理論に

よって証明された。ギバード・サタースウェイトの定理は以下のように述べている。 
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It states that, for three or more candidates, one of the following three things must hold for 

every voting rule: 

   1. The rule is dictatorial (i.e., there is a single individual who can choose the winner), or 

   2. There is some candidate who cannot win, under the rule, in any circumstances, or 

   3. The rule is susceptible to tactical voting, in the sense that there are conditions under  

   which a voter with full knowledge of how the other voters are to vote and of the rule  

   being used would have an incentive to vote in a manner that does not reflect  

     his preferences. 
   （Alan Gibbard, "Manipulation of voting schemes: a general result", Econometrica, Vol. 41, No. 4 (1973), pp. 587‒601.） 

 

ここで、重要なのは、tactical voting つまり戦略投票の可能性を示していることである。戦略投票とは

投票を行うときに投票者の意見をそのまま投票行動に反映するのではなく、他の投票者の動向を見ながら

望ましい結果を得るための投票を指す。戦略投票を行うには他の投票者の動向を知ることが必要であり、

現在の日本ではマスメディアが行う世論調査と選挙予測調査がこの役割にあたるものだと言える。しかし、

世論調査はある事柄に対する賛否およびその深度をはかるものが大半であるため、政治的な課題とされる

事柄を構造的に理解する情報を得ることは難しいと言える。選挙予測調査もフロー型の情報を扱うことに

長けているマスメディアによって行われているため政治的な課題とされる事柄について構造的な見解に

基づいた他の投票者の動向を知ることは難しいと言える。見方を変えると、戦略投票を促すよう環境整備

によってより望ましい合意形成が実現する可能性が高まると考えられる。Maskin による研究では、投票

者同士が、それぞれの動向を知り合っていれば望ましい状態-ナッシュ均衡-を実現できるルールの存在を

明らかにしている。（マスキン単調性） 

 他の投票者の動向を知るという点でまだ改善の余地のある現状に対して新たに必要なものは、他の投票

者の動向を選挙時以外の時にも知ることができる仕組みであり、尚かつ政治的な課題とされる事柄につい

ての賛否ではなく、考えを知ることが出来る仕組みであると考えられる。 

 
Gibbard‒Satterthwaite theorem：日本語訳 

  ３人以上の候補者がいるとき、次の３つのうちでひとつはどんな投票ルールであってもあてはまる。 

１：ルールは独裁である（ひとりで勝者を決められる）または、 

２：どんなルールの元でも勝てない候補者が居る、 

３：他の投票者がどんな投票を行うかを知って戦略投票を行うことで、自分の好みではない投票を行う投票者 

  が存在する場合がある。 

補足：１と２は民主主義社会では想定されないので、民主主義社会では３が（必ず）あてはまる。 
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2.1.4 既存の取り組みとの差別化の要素 
 
 利用者視点、ゲーム理論・メカニズムデザインからの考察を行ったが先行事例や競合可能性のある仕組

みとどこが違うことで、”いままでにない”ネットを使った政治情報サービスなのかを明確にしておく必要

がある。 

先行事例のまとめから見出されたことは、 

・	既存の政治-日本国民（有権者）のコミュニケーションでは得られない情報を提供できること 

であるが、利用者視点に立つことによって 

・	政治で課題となっている事柄、即ち政策課題を構造的に理解する情報を得られること 

・	議員個人単位で情報が見えること 
・	利用者の考えを整理する仕組みがあること 
・	評価できる議員が誰かを知ることが出来る機能、利用者と議員のマッチングができること 
・	有権者が政治で課題となっている事柄に何を望かという疑問に応える賛否以上の情報を 
 提供できること 
・	議員個人単位で支持層が見えること 
という形に整理することができた。 

さらに、ゲーム理論・メカニズムデザインの観点からは、 

・	戦略投票を促進するために選挙以外のときにも他の投票者（一般利用者）の動向を、賛否では 
 なく考えとして知ることができること 

が望ましいと考えられた。 

これらの仕組みの実現を、いままでにないネットを利用した政治情報サービスと言うこともできるが、情

報の流れ方という点ではほとんど変わらない。なぜならばネットを利用した政治情報サービスの先行事例

と各種の世論調査から得られる情報の流れには、フィードバックの機能が盛り込まれておらず、サービス

の利用者、世論調査への回答者によるデータが次のサービスや調査内容に繫がっているかどうかは運営の

外、利用者からはほとんど判らないため政治-日本国民（有権者）間で問題を共有することが難しいと思

われる。いままでにないネットを利用した政治情報サービスに望ましいのは、このフィードバックの機能

であり、フィードバックによる一般利用者と政治との問題共有の実現であると考えられる。つまり、 

・	政治-日本国民（有権者）が問題を共有できるフィードバックの機能 
の実装が、先行事例及び競合可能性のある既存の仕組みとの差別化のために有効である。しかし、このフ

ィードバックの仕組みを実現するには、回答→集計→次の展開へのサイクルの実現に時間と運営コストが

かかるため、本研究での実現は難しいと判断し、 

・	同一の設問に対する一般利用者と国会議員の回答を比較できる機能 
によって問題共有のきっかけであり、フィードバックの端緒となる情報を提示することにとどめることと

した。これらの要素が揃うことによっていままでにないネットを利用した政治情報サービスが実現する。 
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2.1.5 ネーミングとサービスとしての位置づけ 
  

 開発者として本研究の意図を、いままでにないネットを使った政治情報サービスという形で具現化でき

ても利用者にとって直感的にサービスの個性が伝わらなければ、研究のひとつとして見過ごされる可能性

が高いと思われるためネーミングとサービスとしての位置づけを設定する必要があると考えた。 

そこで、本研究にて開発するいままでにないネットを使った政治情報サービスを 

PoliNeCo：ポリネコ 
という名称にした。Political Needs Coordinator の略称である。厳密には Coordinator とは言えない

のだが、語感の良さで名称を設定した。さらに図表 14 のようにロゴタイプ化を行った。 

図表１4■政策ファシリテーター：ポリネコロゴ 

 

 
PoliNeCo の各アルファベットで猫の形になるようにデザインを行い、ロゴタイプも書きおこしを行い、

P の中に目を入れることで新しい何かを見出すイメージを盛り込んだ。利用者の視点を考慮すると

PoliNeCo とはなにか？と聞かれることが多いと想定されたので、サービスの位置づけを表すコンセプト

ワードとして、“政策ファシリテーター”を設定した。このコンセプトワードによって、PoliNeCo が政策

を扱う政治情報サービスであることを伝えることができる。さらにコピーワークとして、以下の二点を用

意した。 

 

“タイプ分けとマッチングで新しい日本が見える” 
 

“これからの日本は、『誰かに任せる』よりも『一緒に考える』ほうが、きっといい。” 
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2.1.6 政策ファシリテーターを利用者にどう説明するか 
  

 複数の機能を盛り込むことになる政策ファシリテーター：ポリネコであるが、利用者視点でまとめると、

図表 15 のようににまとめることができる。 

図表１5■政策ファシリテーターの概念図 

 
既存の政治-有権者のコミュニケーションに対する問題意識からアピールを行うと、アピール内容が冗長

となり前向きな印象とならない可能性が高くなるので、利用者には上図のように、ポリネコが分類-俯瞰-

行動の３つのステップによって、既存の政治-有権者のコミュニケーションでは得られない情報を生成し

ながら、有権者と国会議員が政治的な課題とされる事柄について同じ問題を共有する材料をつくり出すこ

とができる仕組みとして打ち出す事とした。 
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2.1.7 まとめ：開発内容の概要：実現可能な構成要素 
 

 これまでにないネットを利用した政治情報サービスのアウトラインは見出されたが、実際にインターネ

ット上で稼働するモデルを開発するのは、プログラミングをはじめとするサイト構築の技術と相応の予算

が必要になる。そこで、前職でお世話になった縁を頼りに、商用サイトの構築で実績と定評のあるウェブ

スタジオに開発の依頼を行った。サイト構築の専門家の目線で実現可能な要素を検討したところ、回答者

の ID 認証や回答履歴を記録する機能、これらをまとめて実現できる SNS 的な機能を放棄し、可能な限

りシンプルな設問回答機能/回答によって政策に対する考えを分類する機能/国会議員とのマッチング機

能（データベースを含む）であれば、本研究の予算と時間内で実現可能性が高い事が判った。本研究で実

現する政策ファシリテーターPoliNeCo：ポリネコを図で示すと図表 16 のようになり、色つきの四角部

分が今回の研究で具現化する要素にあたる。 

 

図表１6■本研究で実現する要素と全体像としての PoliNeCo における情報の流れ 
 

 
 

ただ情報があるだけでなく、この流れが成立することで政策ファシリテーターPoliNeCo は、先行事例に

はないネットを利用した政治情報サービスとして確立すると考えられる。尚、本研究版での PoliNeCo の

評価を利用者から得られるように、一般利用者向けアンケートの機能を設ける。 

以上が、ポリネコの基本設計概要となる。 
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２.２ 各政策課題の設問設計と分類内容の設計 
 
2.2.1 ポリネコで取り扱う政策課題の設定 
 
 どういった政治的な課題とされる事柄を政策ファシリテーター：PoliNeCo で取り上げるかは、内閣府

が毎年実施している『国民生活に関する世論調査』の平成２０年度版の調査項目である「政府に対する要

望」を基本とした。回答データは次の図（図表 17）のようになっており、上位から「年金・医療などの

社会保障改革」「高齢社会対策」「物価対策」「景気対策」「雇用・労働問題」「自然環境の保護」「犯

罪対策」「税制対策」「教育改革・青少年改革」となっている。回答の選択肢は短期的な戦術的な政策な

のか、中長期の戦略的な政策としての線引きが難しいものとなっているためそのまま課題として取り上げ

ることが難しいが、これらの上位の要望には、外交や防衛政策、エネルギー問題などは入って居らず、日

常の生活者視点で安心を求める傾向があると読み取れる。 

 

図表１7■政府に対する要望 

出典：『国民生活に関する世論調査』 

平成２０年度版内閣府 
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一見するとひとつひとつが独立した事柄にも見えるが、「年金・医療などの社会保障改革」と「高齢社会

対策」は医療問題としてまとめることができ、「物価対策」「景気対策」「雇用・労働問題」「税制対策」

は経済戦略としてまとめることが可能である。残った「教育改革・青少年改革」は、格差問題として考え、

「雇用・労働問題」と連動する形でまとめることができそうだと考えた。最後にのこった「自然環境の保

護」は政策課題として今回はとりあげることは難しいと考え保留することとした。これらの工程は、何か

の明確なルールというよりも、ひとりでブレーンストーミングを行うように進めた。このブレーンストー

ミングの部分が政策ファシリテーター：ポリネコとしてのひとつの個性となるはずである。 

結果として、医療問題/経済問題/格差問題を政策課題として取り上げることとした。ただし経済問題とい

う単語からは、語感のイメージが広すぎるので不景気問題という呼称を用いることとしたので、最終的に

は、医療問題/不景気問題/格差問題をポリネコで取り上げる政策課題とした。 

 この開発工程において気がついたことは、こうした分散しているようにみえる要望や課題をつなぎ合わ

せて構造的にストーリー化するということは既存の世論調査の多くでは行われておらず、マスメディアに

よる報道の多くもこうした取り組みは、テレビや新聞を見る限り注力をしていないということである。政

策課題の戦略的なストーリー構築という取り組みを行う取り組みは会社経営に喩えるならば、経営戦略に

含まれるものであり、ブランドイメージの核をなすものである。この取り組みが不充分であると、ひとつ

ひとつの政策が弥縫策に終始してしまうのは当然の帰結と言える。 

 開発当初は、ニュースなどで度々取り上げられていたという主観的見解から格差問題のみで考えていた

が、一般利用者にとって PoliNeCo というサイトを利用するプレイバリュー（触れてみる価値）を考える

と複数の政策課題の方が好ましいと考えた経緯があり、またウェブ開発スタジオからは「利用者視点から

考えると複数の政策があるほうが利用者は楽しめるはずである」アドバイスがあったことを付記しておく。
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2.2.2 設問設計の考え方 
  

 医療問題/不景気問題/格差問題についての設問設計については基本構造を共通化することとした、その

理由は、今後政策課題が追加、入れ替えを行う場合、コスト面と時間面で大きな同負荷が生じると予想さ

れるので、基本構造を共通化することでそうした負荷を未然に防ぐことを考えた。単純な設問構造で政策

課題について利用者（一般利用者、国会議員）が考えを平易にまとめるために、以下のような設問構造と

した。 

まず、設問１である。この設問によって政策課題についての認識を確認する。利用者によっては自明のこ

とであるという認識もあるかもしれないが、この確認を行うことで政策課題に対する出発点を確認する。 

 

・設問１：＋＋＋＋＋は存在すると考えますか？（＋＋＋＋＋には各政策課題が入る） 
     ○存在する   ○存在しない 
 
次の設問２では、課題の存在を踏まえた上でさらにその課題に政治が取り組むべきかを確認する。この確

認によって回答者の政策課題に対する認識の再確認を行う。一般的な世論調査ではこうした確認を行って

いないが、有権者と国会議員が問題を共有するファシリテーターとしてポリネコを位置づけているためこ

うした設問が必要と判断した。 

 

・	設問２：＋＋＋＋＋の解消には政治が取り組むべきと考えますか？ 
○	そう思う ○そう思わない 

 
次の設問３では、政策課題の中味について意図する方向を明確にする。医療問題でも、格差問題でも 不

景気でもいわゆる床屋談義として話題になることは珍しくないが、それらは多くの場合、具体性がなくま

たそれゆえに感情の発散に留まってしまう。こうした状態で各政策課題についての意向を引き出すことは

困難であるので回答を通じて、利用者の意向が整理されるように各政策課題の中でどういった事柄を”優

先的”に取り組むべきかと聞くことで、問題の対象の絞り込みを下記のように行う。”優先的“という言葉

を使うことで、事柄に順序づけが可能となる。それぞれの事柄に順位付けを行う方法もあるが、回答のハ

ードルを上げることを考慮し、本研究版では順位付けは行わなかった。 

 

・	設問３：＋＋＋＋＋で優先的に取り組むべき課題だと思うのは？  
     ○課題 A  ○課題 B  ○課題 C  ○課題 D 
 
さらに次の設問４では、設問３で明確にした政策課題の具体的要素についてその取り組み方の確認を行う。

具体的要素が絞り込まれても、その取り組み方によって、見込まれる結果は大きく変わると思われる。な

ぜならばすでに、総務省の世論調査で挙げられたような課題には政治の側がすでに何らかの形で取り組み
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を行っていると考えられるので、ただ政策課題の具体的絞り込みを行っただけでは、生成される情報に新

規性、独自性を期待することが難しい。そこで、医療問題と不景気問題の設問４では下記のようにアプロ

ーチの違いを示すことで、どういう取り組み方を望むかについて利用者の意向を引き出す。 

 

（医療問題と不景気問題） 
・設問４：Q3で選んだ課題を解決するために重視すべきなのはどちらだと考えますか？ 
     ○既存視点からのアプローチ   ○新しい視点からのアプローチ 
 

また、格差社会問題において、そのアプローチは機会か結果の平等どちらかに収斂されると考えることが

できるので、下記のような形とした。 

 

（格差問題） 

・設問４：Q3で選んだ課題を解決するために重視すべきなのはどちらだと考えますか？ 
     ○機会／スタートの平等   ○結果／ゴールの平等   
 

選択肢の数はすべての政策課題で共通なので、共通のプログラムを使いながら、回答を通じていままでに

ない有権者（一般利用者）と国会議員の意向を引き出すことが出来ると考えた。引き出された意向によっ

て有権者と議員のマッチングを行うのだが、マッチングの精度としてはこの回答だけでは大きな括りにな

る傾向があるので、回答データを特徴づけるために、設問を１つ加えた。それが設問５である。この設問

では政策課題だけでなく、広く日本全体の問題解決として何を優先するかを答えるようにすることで、利

用者の総合的な政策意向を確認できるようにした。この設問も共通とすることで、本研究でのポリネコ利

用者全体の意向を集計できると考えた。 

 

・設問５：現在の日本の問題を解消するために優先して取り組むべき政策はどれだと考えますか？ 
     4 つ選んでください。 
        ○税制改革   ○公共事業の拡大   ○教育制度／機会の拡充   ○年金制度の再整備    
      ○財政支出の削減   ○情報通信化の推進   ○日本のブランディング    
     ○地方分権の推進   ○公務員制度改革  ○新産業の創出  ○生活保障制度の充実    
     ○医療制度改革   ○新しい企業経営の推進   ○上記以外の政策   
 

これら５つの設問に、利用者の属性（性別/年代/居住地/職業/支持政党）を回答するステップを加え設問

設計とした。利用者属性については個人情報となる項目入力の機能は盛り込まなかった。 

以上の設問から、ポリネコ利用者の各政策課題に対する考えを判りやすく分類できるように繋げると次の

のようになる。（図表 18：基本設計マトリクス） 
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図表１8■基本設問マトリクス 

 
 

政策課題によって設問３の選択肢を増やすことによってさらに幅広い方向を提示することも可能になる。 

格差問題、医療問題、不景気問題を取り扱う本研究版のポリネコでは、３つの政策課題共通で図表１８の

基本設問マトリクスを用い、８つのアプローチ分類を見出す。 

 
2.2.3 格差社会問題の設計 
  

 基本設問マトリクスに基づいて格差社会問題についての設問設計を行う。重要なのは、設問３である。 

“格差”と一言で言ってもその単語が指す意味は曖昧である。所得格差、雇用格差、情報格差、教育格差、

学力格差、地域格差、医療格差、恋愛格差などさまざまな格差がある。そこで、基本設問マトリクスに基

づき、所得格差、教育格差、地域格差の３つに絞り込みを行った。所得格差と雇用格差は隣接する格差と

言うことができ、さらに雇用格差では、回答者にとっての当事者としての感覚が弱くなると考え一本化し

た。教育格差と学力格差も同様に教育格差に一本化した。医療格差は医療問題で取り上げるため、また情

報格差、恋愛格差は所得や教育、地域といったものと連動する要素が強いため取り上げを見送った。これ

ら３つの事柄（所得格差、教育格差、地域格差）を設問３で、「格差社会問題で優先的に取り組むべき課

題だと思うのは？」と質問することで、所得の問題によって教育格差や地域格差が生じているのか、教育

の問題によって所得格差や地域格差が生じているのか、地域の問題によって所得格差や教育格差が生じて

いるかを考えることになる。この回答に正解はなく、回答者どう考えるかがすべてである。予備知識を持

っている回答者や勘のよい回答者であれば所得-教育-地域の間が相互に繫がっていることに気がつくで
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あろう。考えの違いとは、所得の格差を解消することで、教育格差や地域格差が解消されると考えるか、

教育格差を解消することによって所得格差や地域格差が解消できると考えるか、地域格差を解消すること

によって所得格差や教育格差が解消出来ると考えるかである。それぞれ不可能とは言えず、取り組みに必

要な期間や実現可能性をどう捉えるかが回答として現れる。また、回答者によっては１つに絞り込むのが

難しく、同じ回答者が２回以上回答することも想定される。本研究版のポリネコでは、同じ利用者が複数

回回答することが可能である。この設問３の後に、機会／スタートの平等か結果／ゴールの平等を問う設

問４が加わることで８つのアプローチ分類を行う。 

機会／スタートの平等・結果／ゴールの平等という選択肢には、格差問題に対して日本社会に 2009 年

年初の時点では、いまだコンセンサスが見出されておらず、主に製造業での派遣切りと呼ばれる雇用不安

に対する対症療法的取り組みから先の見解が見出されていない状況に対して、簡単に根本的な問いかけ/

確認を行える選択肢であると考えた背景がある。 

ただし、設問を初見で理解し、納得の行く回答が難しいと思われたので、設問４には回答をし易くするた

めに下記のような解説文と表をリンク先のブログで表示するようにした。 

 

【機会／スタートの平等からのアプローチ／ゴールの平等からのアプローチ】 
基本的な考えとして、 

〔機会/スタートの平等＝誰もが挑戦する機会を同じように得られること〕 
〔結果/ゴールの平等＝誰もが行動の内容に関係なく同じ結果を得られること〕 
です。 

 

この両者は、どちらが正しいと言うものではありません。その時々の社会情勢によって 

選ばれるべき選択は変わります。 

 

格差社会問題を何とかしたいという思いはほとんどの人が共有しています。格差社会問題を山にたとえる

と、どういうルートから登って行くかであり、どういうメンバーでルートを進むかです。 
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また、格差社会問題を選択する段階に以下のような一文を表示するようにした。 

ネットカフェ難民や生活者保護世帯の増大など、格差が広がり社会の 

安定性が失われることが危惧されています。 

 

この一文は、下図のような形で表示されるようにした。 

 
右端の<？>マークをクリックすると、 

リンク先のブログが表示され、さらに格差社会問題について解説文を表示する。 

 

【格差社会問題の現状】 
 多くの人が格差社会を実感しているという現実があります。しかし、格差社会の実態は明らかでは 

ありません。格差拡大を示す指標とされる計数も、見方を変えると格差拡大を示していません。日本社会 

の高齢化や単身世帯の増加が影響しているという指摘もあります。さらに一口に格差といってもワーキン

グプア、所得格差、都会と地方など想起されるものはさまざまです。また昔から格差はあったという見方

もあります。個別の施策は行われているものの、イメージが先行している状況であり、問題の実態と向き

合う取り組みはまだ不十分な状態です。 
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2.2.4 格差社会問題の８つのアプローチ分類 
 
 格差社会問題の８つのアプローチは、基本設問マトリクスの中で次のように設定した。(図表 19) 

図表 19■格差社会問題回答マトリクス 

 

 

各アプローチ分類判定に加えて、医療問題、不景気問題も含むすべての判定表示画面には、〈判定につく

サブコピー〉〈判定内容を優先して実現しようとすると〉という説明文〈メリット/期待できること〉〈リ

スク〉〈背景〉〈参考事項〉を表記し分類判定から更に考える材料を提示した。こうした情報を提示する

ことでポリネコ利用者にただ直感的に答えるだけでなく、利用者の回答意向の再確認を行うことができる

と考えた。さらに関連情報を加えて、一種の学習装置として機能することを目指した。これは、既存の世

論調査や先行事例では、回答者は回答者の視野の中で回答が終始する傾向にあることを踏まえて、政策フ

ァシリテーターが、ただのアンケート装置とならないために必要な要素であると考えた。 

 それぞれの判定内容と記述事項は、次頁以降にポリネコサイトの画面キャプチャーで示した。 

画面上では、簡単なイラストを配して読んでもらいやすいようにイメージ付けを行った。また、参考事項

にはすべてリンクを貼り、書籍の紹介の場合は書籍などを取り扱う e コマースサイト（amazon.co.jp）

内へのリンクを、統計資料などの場合は該当資料へのリンク、またはウィキペディアへのリンクを設けた。

またポリネコとして補足事項がある場合は、後述するポリネコブログへのリンクと、ブログ内での解説を

設けた。以下に８つのアプローチ判定の内容について、実際の画面を用いて述べる。 
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図表２0■《１：みんなで楽しく競争しよう》 
 【所得格差→機会の平等】を選択すると表示される分類判定。 

敢えて”競争”という単語を使っているが、”楽しく”という形容詞でいままでとは異なる競争であることを

オランダモデルの紹介も交えて表示する。 
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図表２1■《２：高納税・高福祉社会 Ver2.0》 
 【所得格差-結果の平等】を選択すると表示される分類判定。 

所得の平等が高税率に繫がることを単刀直入に示すようにコピーを開発した。 

北欧諸国の税制の紹介、また所得再配分調査報告書へのリンクも設置した。 
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図表２2■《３：教育イノベーション待望》 
 【教育格差-機会の平等】を選択すると表示される分類判定。 

競争よりも考える力を重視した、フィンランド教育の紹介や学びそのものの見直しについての言及を行っ

た。文科省の学力調査報告書へのリンクも設置した。 
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図表２3■《４：超ゆとり教育》 
 【教育格差-結果の平等】を選択すると表示される分類判定。 

教育で結果の平等を目指すということは、一種の管理教育でもあると考えられる要素を含んでおり言葉の

印象よりも複雑な背景があることを示した。 
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図表２4■《５：地域の自主独立推進》 
 【地域格差-機会の平等】を選択すると表示される分類判定。 

地方分権という言葉はよくニュースなどでも取り上げられるが、機会の平等か結果の平等のどちらかとい

う論議はあまり聞こえてこない。そこで、自主独立という比較的強い言葉でアプローチを示した。 

また、参考書籍として日本の地方が荒廃したプロセスを記した書籍『犬と鬼』のリンクを設定した。 
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図表２5■《６：列島改造 2.0》 
 【地域格差-結果の平等】を選択すると表示される分類判定。 

地域の格差を結果平等の視点で行うと列島改造論にもつながる可能性を示した。 

文中に田中角栄による三国峠を崩して日本海を埋め立てる構想の講演録からの抜粋を示し地域格差の論

議で忘れがちな、何に基準をおいて地域格差を考えるかの重要性を婉曲的に提示した。 
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図表２6■《７：課題以外からのアプローチ》 
 【そのほか】を選択すると表示される分類判定。 

所得、教育、地域以外からのアプローチも重要であることを示している。また、所得、教育、地域以外か

らのアプローチがある場合は、お問い合わせフォームから連絡をしてほしいと示している。 
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図表２7■《８：自由放任》 
 【格差問題は存在しない-政治が取り組むべきと考えない】を選択すると表示される分類判定。 

このアプローチを選ぶ人がいることの健全性を示しながら、のんびりしたイメージのあるマンボウでも危

機が迫ると高速で泳ぐことを述べる無難な内容にとどめた。 
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2.2.5 医療問題の設計 
  

 医療問題でも重要なのは設問３である。医療問題という場合に、周産期妊婦や緊急外来のたらい回しや、

医療ミス、小児科の閉鎖などがニュースとして取り上げられるがそのほかにも、医師不足や社会の高齢化

に伴う保険制度の問題、患者のモラルの低下、医療財政の問題など多岐にわたっているのが実情である。

そこでこれらの問題を「保健医療の質」、「地域格差」、「健康保険制度」に整理した。「保健医療の質」

には、医師不足や医療ミスなどの医療の現場と関わる大半の問題を包括することができる。「地域格差」

には「保健医療の質」よりも具体的に地域ごとの医療の格差を、地域社会の問題も含めて解消すべきとい

う意向を表明することができる。「健康保険制度」には、医療の現場の問題ではなく、保険制度について

の在り方から問題を解消すべきという意向を表明することができる。この設問３に既存視点からのアプロ

ーチか新しい視点からのアプローチかを問う設問４が加わることで８つのアプローチ分類を行う。設問４

には回答をし易くするために下記のような解説文と表をリンク先のブログで表示するようにした。 

 

【既存視点からのアプローチ／新しい視点からのアプローチ】 
基本的な考えとして、 

〔既存視点のアプローチ＝手堅く既存の資源配分に重点をおいた考え〕 
〔新しい視点のアプローチ＝イノベーション、従来なかった手法に重点をおいた考え〕 
です。 

医療問題においては、 

・既存視点によるアプローチ 

＝既存の資源配分に重点を置くことを、これまでの定石通りに官僚主導と与党と業界団体による根回し 

  的な意思決定で行い、既存の資源以外のことは当面考えないアプローチと位置づけます。 

 （よく言えば手堅いアプローチと言えます。）  

 

・新しい視点によるアプローチ 

＝既存の資源以外の要素たとえば地域住民や学校、教育や働き方といった領域も含めて、現在の 

  日本社会の実情を見直し、従来の関係者だけではなく、現場の医師や医療サービスを受ける国民も 

  参加するアプローチと位置づけます。 

 （聞こえが良い反面、ノウハウがないため必然的に試行錯誤が繰り返されます。） 

医療問題を何とかしたいという思いはほとんどの人が共有しています。医療問題を山にたとえると、 

どういうルートから登って行くかであり、どういうメンバーでルートを進むかです。 
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また回答の冒頭に、下記のような一文を表示するようにした。 

 

医療ミスや病院のたらい回し、保険制度の揺らぎなど、これからの 

医療のあり方が見直される時期に来ています。 

 

この一文は、下図のような形で表示されるようにした。 

 
右端の<？>マークをクリックすると、 

リンク先のブログが表示され、さらに医療問題について解説文を表示する。 

 

 

【医療問題の現状】 
 医療問題の背景には、官僚主導による統制システムの機能不全があります。 

医療は、政府によって価格と供給が決められている分野であり、この意思決定プロセスそのものを 

見直すことが根本的なアプローチに繫がります。 

 日本の現在の医療制度は６０年代の高度成長期の日本に合わせた制度設計になっており、疾病と 

共存したり、延命処置をしたり、メンタル面での配慮という要素は予想されていませんでした。 

 21 世紀の現在、制度が社会環境変化とともに現実に適応できなくなっており、医療というものを、ど

う生きるかという命題まで含めた社会システムとして捉えなおす必要性に迫られています。 

いまや医療問題は専門家だけではなく、私たちが医療をどうするかを考えるべき時期に来ています。 
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2.2.6 医療問題の８つのアプローチ分類 
 

８つのアプローチは、基本設問マトリクスの中で次のように設定した。（図表 28） 

図表 28■医療問題回答マトリクス 

 
 

医療問題も格差社会問題と同じように、判定表示画面には、〈判定につくサブコピー〉〈判定内容を優先

して実現しようとすると〉という説明文〈メリット/期待できること〉〈リスク〉〈背景〉〈参考事項〉

を表記し分類判定から更に考える材料を提示した。 

 

以下に８つのアプローチ判定の内容について、実際の画面を用いて述べる。 
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図表 29■《１：潤沢な医療制度の実現》 
 【医療の質-既存視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

医療の質を上げる対症療法として否定的にならない記述を行った。 

先進国の中でも日本の人口比の医師数の数が少ないことなどを示した。 
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図表３0■《２：医療サービス全体の質の改善》 
 【医療の質-新しい視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

医療の質とは何かを、受け手の側も考えることの重要性を示した。参考事項の部分では、24 時間営業と

欧米からの来院受け入れに積極的な事例として知られるインドのアポロ病院へのリンクを加えた。 
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図表３1■《３：地域医療へのカンフル剤投入》 
 【地域格差-既存視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

地域医療の問題の背景について明治時代の政策からの流れ、現場の判断で制度の隙間を埋めていた医師の

名義貸しがあることを示した。 
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図表３2■《４：ホリスティックな地域医療の体質改善》 
 【地域格差-新しい視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

医療の問題を医療の分野だけで考えるのではなく、地域コミュニティが問題解決に大きな役割を果たした

長崎県や長野県の事例を示すことで、あまり議論の場に上がっていない可能性を示した。 
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図表３3■《５：健康保険制度のつぎはぎ増築/改築》 
 【健康保険制度-既存視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

健康保険制度の現状を示し、現在の問題の背景を示した。 

 
 



 	 	 	 - 53 - 

図表３4■《６：健康保険制度の全面リニューアル》 
 【健康保険制度-新しい視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

健康保険制度についての理解度が不足している現状と今後の可能性を示した。 
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図表３5■《７：課題以外からのアプローチ》 
 【そのほか】を選択すると表示される分類判定。 

医療の質、地域格差、健康保険以外からのアプローチも重要であることを示している。所得、教育、地域

以外からのアプローチがある場合は、格差社会問題と同様に、お問い合わせフォームから連絡をしてほし

いと示した。 
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図表３6■《８：自由放任》 
 【医療問題は存在しない-政治が取り組むべきと考えない】を選択すると表示される分類判定。 

このアプローチを選ぶ人がいることの健全性を示しながら、一緒に考えませんかと投げかけを行う文章を

示した。 
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2.2.7 不景気問題の設計 
 

 不景気問題の設計にあたってはその性質上、格差社会問題や医療問題以上に、ニュース報道にみられる

ようなトピックスから捉えるのではなく不景気の要因をどう考えるという観点から、設問３の選択肢を開

発した。この部分の開発時期は米国市場の大暴落が発生した 2008 年 9 月 29 日よりも後の 10 月であっ

たが、政策ファシリテーター：ポリネコとして日本政府がコミットできる政策の方向性を見出すことが重

要であると考え、世界金融危機という選択肢は設けず、むしろ、世界的な経済状況の変化にどう対応する

のか、また変化への対応にあたって解決すべき問題は何かを考えられることを意識し、「国の経済戦略の

不備」「既得権益の存在」「過度な競争社会化」の３つの選択肢を設定した。この設問３に既存視点から

のアプローチ／新しい視点からのアプローチを問う設問４が加わることで８つのアプローチ分類を行う。

設問４には回答をし易くするために下記のような解説文と表をリンク先のブログで表示するようにした。 

 

【既存視点からのアプローチ／新しい視点からのアプローチ】 
基本的な考えとして、 

〔既存視点のアプローチ＝手堅く既存の資源配分に重点をおいた考え〕 
〔新しい視点のアプローチ＝イノベーション、従来なかった手法に重点をおいた考え〕 
です。 

不景気問題においては、 

・既存視点によるアプローチ 

＝既存の資源配分に重点を置くことを、これまでの定石通りに官僚主導と与党による根回し的な 

 意思決定で行い、既存の資源以外のことは当面考えないアプローチと位置づけます。 

 （よく言えば手堅いアプローチと言えます。）  

・新しい視点によるアプローチ 

＝既存の資源以外の要素たとえば新しい産業の育成や既存産業の戦略転換も含めて、現在の 

  日本社会の実情とこれからの可能性を見直し、従来の関係者だけではなく、国民も巻き込んだ 

  アプローチと位置づけます。 

 （聞こえが良い反面、ノウハウがないため必然的に試行錯誤が繰り返されます。） 

 

不景気問題を何とかしたいという思いはほとんどの人が共有しています。不景気問題を山にたとえると、 

どういうルートから登って行くかであり、どういうメンバーでルートを進むかです。 
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基本的な考えの部分で「パイ」のたとえを記したのは、政治によるアプローチの多くが、いまある材料（お

金や人や権限）の置き場所を変えることに終始することが多く、その材料を使ってさらに多くの材料（お

金や人や権限）をつくり出すと言う発想が少ないことを示唆するために書いています。 

 

また回答の冒頭に、下記のような一文を表示するようにした。 

 

世界的な株価下落や、消費の落ち込みなどによって 

社会の活力が低下しています。 

 

この一文は、下図のような形で表示されるようにした。 

 
右端の<？>マークをクリックすると、 

リンク先のブログが表示され、さらに医療問題について解説文を表示する。 

 

【不景気問題の現状】 

 アメリカのサブプラムローンの破綻から始まった経済問題は、サブプライム以外の領域に拡大し、 

金融業界全体はもちろん自動車業界まで揺さぶっています。その影響は国境を越えて日本の経済 

も大きな影響を与え、日経平均株価は数ヶ月で約半分に落ち込みました。一方で原油の高騰に 

よって、日用品の値上がりが頻発し、日常生活でも物価の変化を感じることが多くなっています。 

各種の指標や日々の生活からも景気がよくないことは明らかですが、この状況に対してどう対応するか 

はもやもやした状態が続いています。日本社会の疲弊なのか、旧いシステムの機能不全なのか、経済 

というものに対する見識やヴィジョンが不足しているのか、整理してみる必要があるはずです。 
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2.2.8 不景気問題の８つのアプローチ分類 
 

８つのアプローチは、基本設問マトリクスの中で次のように設定した。(図表 37) 

図表３7■不景気問題回答マトリクス 

 
 

 

不景気問題も医療問題、格差社会問題と同じように、判定表示画面には、〈判定につくサブコピー〉〈判

定内容を優先して実現しようとすると〉という説明文〈メリット/期待できること〉〈リスク〉〈背景〉

〈参考事項〉を表記し分類判定から更に考える材料を提示した。 

 

以下に８つのアプローチ判定の内容について、実際の画面を用いて述べる。 
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図表３8■《１：財政均衡優先発想》 
 【国の経済戦略の不備→既存視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

経済戦略として従来から取り上げられるのはプライマリーバランスの健全化の話が大半であったので、 

財政均衡という表現を用いた。また参考事項では「年次改革要望書」へのリンクなども設けた。 
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図表 39■《２：経済イノベーション発想》 
 【国の経済戦略の不備→新しい視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

重厚長大なステレオ機器から i-podへの転換を例に挙げて新しい視点で経済戦略を考えることを 

提示した。参考事項では消費社会の変遷図を独自に作成しリンクを設けた。 
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図表 40■《３：温存漸次的修正》 
 【既得権益の存在→既存視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

既得権益を漸次的に何とかするというアプローチとして位置づけ、公務員制度改革についてリンクも含め

た紹介を行った。 
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図表 41■《４：破壊的創造》 
 【既得権益の存在→新しい視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

既得権益を一気に解消し、民間が官の仕事を評価する力をつけることの必要性を述べながら、現行制度で

上手く機能している部分を壊してしまうリスクも示した。 
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図表 42■《５：補助金、再チャレンジ重視》 
 【過度な競争社会→既存視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

過度な競争社会への対応策のほとんどが、弥縫策であることから分類の名称を開発した。 

内容的には格差社会問題の内容と近い内容となった。 

 
 
 



 	 	 	 - 64 - 

図表 43■《６：ソーシャルキャピタル重視》 
 【過度な競争社会→新しい視点からのアプローチ】を選択すると表示される分類判定。 

過度な競争社会への対応策として、あまりマスメディアには取り上げられていないソーシャルキャピタル

という単語を使い、人と人との信頼が社会の力を生むことを示した。 
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図表 44■《７：課題以外からのアプローチを重視》 
 【そのほか】を選択すると表示される分類判定。 

経済戦略、既得権益、過度な競争社会以外からのアプローチも重要であることを示している。所得、教育、

地域以外からのアプローチがある場合は、格差社会、医療問題と同様に、お問い合わせフォームから連絡

をしてほしいと示した。 
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図表 45■《８：自由放任》 
 【不景気問題は存在しない-政治が取り組むべきと考えない】を選択すると表示される分類判定。 

このアプローチを選ぶ人がいることの健全性を示しながら、一緒に未来を考えませんかと投げかけを行う

文章を示した。 

 
 
以上が、３つの政策課題（格差社会問題、医療問題、不景気問題）の８つのアプローチ分類判定である。 

これらの分類判定によって、各政策課題に対してポリネコに回答する国会議員、一般利用者がどういった

考えで各政策課題を捉えているかを見出す。 
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２.３ 国会議員への調査票配布と分類判定 
 
2.3.1 調査票の作成と配布 
  
 ポリネコサイトの開発、アプローチ分類判定の内容開発と併行して、2008 年 10 月 17 日、21 日、

22 日に国会議員への調査協力のお願いと調査票の配布を行った。先に国会議員の回答があることで、一

般利用者の回答動機をつくり出すことができるため、本研究版のポリネコでは、ポリネコサイトの開発中

の段階からウェブサイトからの回答ではなく、紙を使った調査票を作成し、衆両院の議員会館の全ての議

員の部屋を巡回し、口頭で研究説明と協力のお願いをする方式で調査票の配布を行った。配布巡回には曽

根研究室の学生にも協力を仰いだ。配布には 3日間を要した。 

この時期は解散総選挙の噂がまことしやかに広まっていた時期であり、いくつかの事務所では「この時期

では答えられない」「時期的に狙いすぎている」と言った時期柄回答が難しいことを示唆する意見をいた

だいた。また、調査票を見て「医療問題は医師不足の解消をすべきでその選択肢がないのはおかしい」「格

差問題があるのは当たり前だ」といった意見もいただいたが、こうしたコメントから、国会の仕事では事

実を構造的に把握する観点よりもマスメディアで報道されていることから対応を考える方が多いのでは

ないかと感じた。さらに、「自分は元警察官で、いまは秘書をしている。議員会館を巡回するのは禁じら

れているぞ、いま守衛を呼ぶこともできるし、取り調べや刑務所のメシは辛いぞ。」というからみ方をし

てくる方も居た。他のコメントとしては「ネットは民主党寄りだから（答えたくない）」という自民党の

関係者からの声も印象的であった。 

調査票は、ポリネコサイトと同じ内容を、格差社会問題、医療問題、不景気問題を A4 サイズの用紙にま

とめたものを協力依頼と研究概要のシート（図表 46 参照）と共に専用の封筒に入れて、各事務所に一部

屋ごとに研究の趣旨を述べながら手渡しによる配布を行った。事務所が不在の場合は各事務所のドア横の

郵便受けに投函を行った。最終的に 110 名の国会議員からの回答協力を得ることができた。 

 
2.3.2 回答がなかった国会議員の分類判定 
 
 調査票の締め切り回答後（11 月中旬）に、回答を得られなかった議員については、議員ひとりひとり

のウェブサイトにアクセスし、ブログも含めて内容の読み込みを手作業で行った。実際にサイトの閲覧を

行って判ったことは全議員の内、格差社会問題では 65.7%、医療問題では 63.2%、不景気問題では 72.1%

の議員が自身の政策意向あるいは見解を示していないという事実である。 

また更新が滞っているサイトも少なからずあり、選挙区を持ち上げる地元向けの文章に終始しているサイ

トも多く、半数以上の国会議員が国の戦略を自ら考え、自分の声で発信出来ていない現状を示しているこ

とが判った。 

分類判定を行う際には、サイトの掲載内容を可能な限り好意的に解釈するようにした。たとえば、格差問

題に言及していなくとも、政策として「仕事の内容によって賃金は決まるべき」という内容がある場合は、

格差社会問題の《みんなで楽しく競争しよう》に分類を行った。 
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図表 46■配布調査依頼票と調査票 
下記の書面（１・２・３）を専用の封筒に入れて手配りした。回収はもっとも確実なファックスで行っ

た。本研究報告のレポートを希望者に進呈する旨をインセンティブとして示した。（４）は回答数を得

るために 10 月末に配布した回答期間延長のチラシで、これを未回答の議員のポストに投函した。 
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２.４ 国会議員からの回答と分類集計結果 
 
2.4.1 回答の内訳  
 
 訪問手配りの効果もあり、全議員の 15.3%にあたる 110 名の国会議員より回答が得られた。 

回答をいた政党別の内訳は、以下のように民主党議員から最も多くの回答をいただいた。 

（回答一覧は、付録として巻末に収録した。） 

図表 47■回答者の政党別構成 

   
 
衆議院、参議院別の内訳は以下のように、衆議院議員からの回答が 65.5%と大半を占めた。 

 
衆議院、参議院の定数に対する回答比率は、以下のように衆議院が 15%、参議院が 13.1%であった。 

 
 
４-２格差社会問題に対する回答と分類結果 
 
 格差社会問題への回答と分類判定の集計結果について説明を行う。 

 
図表 48■回答をいただいた 110 名の回答 
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回答のあった 110 名の国会議員から、最も多かった回答は、格差社会問題に対するアプローチは、 

《地域の自主独立》であった。この傾向は自民党議員の回答が大きく影響している。 

次いで、【所得格差-機会の平等】と回答した《みんなで楽しく競争しよう》の回答が多かった。NA：回

答なしとなっているのは、すべてまたは２つの選択肢を選んだ回答や、記入なしのものである。 

この回答に、回答をいただいた議員を除いた全議員のウェブサイト（ブログを含む）の掲載内容から行っ

た判定結果を合算すると次のようになった。 
 

図表 49■110 名の回答と分類判定を合算した回答（249 名） 

   
 

分類による判定が可能であった議員は 139 名であった。この分類を加えたところ、《地域の自主独立》

がさらに増加した。また、所得、教育、地域以外で何らかの格差に対する政策アプローチに言及している

議員に対する分類判定によって《課題以外からのアプローチ》が増加した。 

この合算回答にウェブサイトの確認によっても、格差社会問題に対する記述がないため分類判定が不可能

な議員を合算し、全体の回答分布を見ると次のようになった。 

 

図表 50■分類不能分も含めた回答（721 名） 

   

 

全議員の回答傾向では、調査票への回答がなくウェブサイトに情報がない《回答なし》が 65.7%に上っ

た。これは、もし有権者が国会議員に格差社会問題に対しての考えを、インターネットを使い各議員のウ

ェブサイトに求めても、少なくとも 65.7%の議員は、何も提示できていない状況を示していると言える。 
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2.4.3 医療問題に対する回答と分類結果 
 

 医療問題への回答と分類判定の集計結果について説明を行う。 
図表 51■回答をいただいた 110 名の回答 

  
 

最も多かった回答は、【地域格差-新しい視点からのアプローチ】と回答した《ホリスティックな地域医

療の体質改善》であった。次いで《健康保険制度の全面リニューアル》の回答が多かった。 

新しい視点からのアプローチに回答すると設問２で医療問題への政治への取り組みを否定しない限り、 

《医療サービスへのカンフル剤投入》、《ホリスティックな地域医療の体質改善》、《健康保険制度の全

面リニューアル》のどれかの分類となりこの合計は 65.1%に上る。すでに議論されている取り組み以外

に目を向けるべきだと考えている国会議員が相応数存在する可能性が高いことが推察できる。 

 

配布した調査依頼票（図表 46 参照）には、下記のように明記しており反射的な回答を可能な限り防止す

るようにしている。こうしたことからも、ただ言葉の印象での選択ではない回答と受け止めることができ

る。 

 

■設問内容について 

設問にあります選択肢-○既存視点からのアプローチ / ○新しい視点からのアプローチ の 

意味は、〔既存視点＝手堅く既存の資源配分に重点をおいた考え〕、〔新しい視点＝イノベーション、 

従来なかった手法に重点をおいた考え〕とご理解ください。 
 

 

この回答に、回答をいただいた議員を除いた全議員のウェブサイト（ブログを含む）の掲載内容から行っ

た判定結果を合算すると次のようになった。 
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図表 52■110 名の回答と分類判定を合算した回答（265 名） 

  
 

分類による判定が可能であった議員は 155 名であった。この分類を加えたところ、格差社会問題と同様

に医療問題に対して何らかの対応を述べている議員を《課題以外からのアプローチ》に含めたため、《課

題以外からのアプローチ》が最も多い回答・分類となった。しかし、全体として分類が分散する傾向とな

っている。ここから、議員の中に医療問題に対するコンセンサスが確立されていないことが推察できる。 

この合算回答にウェブサイトの確認によっても、医療問題に対する言及がないため分類判定が不可能な議

員を合算し、全体の回答分布を見ると次のようになった。(図表 53) 

 

 

図表 53■分類不能分も含めた回答（721 名） 

  

 
全議員の回答傾向では、調査票への回答がなくウェブサイトに情報がない《回答なし》が 63.2%に上っ

た。 
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2.4.4 不景気問題に対する回答と分類結果 
 
不景気問題への回答と分類判定の集計結果について説明を行う。 
図表 54■回答をいただいた 110 名の回答 

  
 

最も多かった回答は、【日本の経済戦略の不備-新しい視点からのアプローチ】と回答した《経済イノベ

ーション発想》であった。これは民主党議員の回答の影響が大きい。 

次いで《課題以外からのアプローチ》の回答が多かったがこれは、この回答の議員のうち数名は”世界的

な又は、アメリカ発の金融危機”と回答票の欄外に記入回答をしており、不景気＝アメリカ発の金融危機

という認識が拡がっていたと考えられる。しかし、回答を回収していた後半の期間では、《課題以外から

のアプローチ》となる回答は減少しており、報道など外部からの伝聞による影響があった可能性が考えら

れる。 

この回答に、回答をいただいた議員を除いた全議員のウェブサイト（ブログを含む）の掲載内容から行っ

た判定結果を合算すると次のようになった。(図表 55) 

 

 

図表 55■110 名の回答と分類判定を合算した回答（198 名） 

  
 

分類による判定が可能であった議員は 88 名であった。最も多かった回答は、《課題以外からのアプロー

チ》であった。金融危機に対する言及と不景気を結びつけていた場合を判定に加えたためである。格差や

医療に比べて分類判定が可能な議員が少なく、確固とした政策を掲げている議員が少ない現状を推察でき

る。この合算回答にウェブサイトの確認によっても、不景気問題に対する言及がないため分類判定が不可

能な議員を合算し、全体の回答分布を見ると次のようになった。 
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図表 56■分類不能分も含めた回答 

  
 
全議員の回答傾向では、調査票への回答がなくウェブサイトに情報がない《回答なし》が 72.1%に上っ

た。 

 

2.4.5 自由民主党と民主党との比較 
 

 回答があった 110 名の議員と、分類判定の結果を合わせ自由民主党と民主党で比較を行ったところ、

いくつかの点で両党の間に考え方の違いを見出すことができた。 

 
図表 57■格差社会問題についての比較（自民党議員：110 名 民主党議員：103 名） 
  

   

 

自民党議員に【地域格差-機会/スタートの平等】と回答した《地域の自主独立》が多いことがわかる。 

政治活動目線が地元に向いている議員が多い傾向と読み取ることもできる。(図表 57) 
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図表 58■医療問題についての比較（自民党議員：127 名 民主党議員：98 名） 
 

   
 

自民党議員に【医療の質-既存視点からのアプローチ】と回答した《潤沢な医療制度の実現》の回答が多

いことが判る。また、民主党議員の《健康保険制度の全面リニューアル》という回答が自民党議員よりも

多い。(図表 58) 
 
図表 59■不景気問題についての比較（自民党議員：100 名 民主党議員：74 名） 

   
民主党議員に【国の経済戦略の不備-新しい視点からのアプローチ】と回答した《経済イノベーション発

想》が非常に多く、自民党議員との明確な違いとなっている。自民党議員に《課題以外のアプローチ》が

多いのは、現在の日本の不景気の要因が米国初の金融危機という外部要素という認識が反映されていると

考えられる。(図表 59) 

 国会議員の方々110 名からの回答協力によって、マスメディアによるニュース報道だけでは把握する

ことがむずかしい議員単位での政策アプローチの違いを、部分的ではあるが見出すことができた。 
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２.５ サイトの構成 
  

 ウェブサイトとしての政策ファシリテーターポリネコは、大きく３つの要素-「プロジェクトサイト」、

「ポリネコブログ」、「ポリネコサイト」で構成されている。開発順に各要素の説明を行う。 
  
2.5.1 プロジェクトサイト（http://www.polineco.jp/polineco/） 
  

 最初に開発を行ったのは、「プロジェクトサイト」である。 

このサイトはアンケート機能が稼働した 2008 年 11 月 20 日以前の約 15 日前から必要最小限のポリネ

コの説明を行うために用意した。2008 年 11 月 20 日前に開設した理由は、国会議員に調査票を配布す

る際にポリネコの URL である、http://www.polineco.jp/を明記することで、研究の信頼度を上げるた

めである。サイトは、トップページでの概要説明（図表 60）と企画背景の説明と連絡先のみの内容とし

た。 

 

図表 60■プロジェクトサイトトップページ 
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2.5.2 ポリネコブログ（http://blog.goo.ne.jp/polineco/） 
 
 ほぼ並行して、次に開発を行ったのは、「ポリネコブログ」である。無料ブログのサービスを用いて作

成している。ポリネコサイトの外に設置した理由は、コスト面と、サイト更新が簡易であることである。

開発日記のほか、各政策課題の設問での解説文、開発背景、アプローチ分類の参考事項をこのブログで表

示できるようにしている。 

図表 61■ポリネコブログトップページ 

 
 

図表 62■<？>マークをクリックすると表示される解説の表示 
設問の解説や参考事項は、以下のような形で表示される。 

 



 	 	 	 - 78 - 

2.5.3 ポリネコサイト（http://www.polineco.jp/） 
  

 ポリネコサイトは、プロジェクトサイトとポリネコブログと連動する政策ファシリテーターの本体機能

として位置づけられる。利用者視点を想定してトップページからの利用の流れを述べる。まずサイトにア

クセスすると、トップページが現れる。(図表 63) 

図表 63■ポリネコサイトトップページ 
８つの楕円形がアニメーションで浮かび上がるようになっている。８つの楕円は８つのアプローチ分類判

定をイメージしている。画面右上の”ポリネコをやってみる”をクリックすると設問が表示される。 

 

 

 
 画面左下には《ポリネコ日記/ニュース》の表示と、ブログ記事の最新タイトルによって更新している

ことを利用者にアピールするようにした。その隣には《お問い合わせ/ご要望》という名称で本研究の開

発者の名前とメールアドレスを紹介するページへのリンクとしている。 

その隣が《プロジェクトサイト》（図表 63 参照）へのリンクとなっている。 

 画面下部のヘッダーには、全画面共通で《お問い合わせ/ご要望》と《プロジェクトサイト》、《ポリ

ネコアンケート》へのリンクとなっている。 
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図表 64■課題テーマの選択 
 ”ポリネコをやってみる”のクリックで課題テーマの選択を行う。 

画面中のオレンジの丸で囲まれた<？>マークをクリックすると課題テーマについての解説文がポリネコ

ブログによって表示される（図 62 参照）。課題テーマをクリックすると回答者の属性入力の画面に移る。 

 

図表 65■基本情報の入力 
  性別/年代（５歳刻み）/都道府県/市町村（任意入力）/職業/支持政党を選ぶ。都道府県には、「国

外」の選択肢を用意した。＜次へ進む＞をクリックすると次の画面へ 
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図表 66■ポリネコチェック 
 ５つの設問が下記のように表示される。オレンジ色の丸をクリックすると右下のようにポリネコブログ

によって解説文が表示される。（下図は医療編だが、他の政策課題でもインターフェースは共通。） 

 

 
  
 
設問３と設問４には<？>マークによる解説文へのリンクを設けており、クリックすると、ポリネコブログ

で解説文が表示される。 

すべての設問は回答が必須であり、入力漏れがあると判定画面が表示されない。 

設問５の選択も４つ答えた上で、画面右下の＜結果を見る＞をクリックすると、 

次のタイプ判定画面が表示される。 
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図表 67■タイプ判定画面 
 ５つの設問（ポリネコチェック）に答えると下記の画面が表示される。 

 

回答者は、この判定（アプローチ分類）でしっくり来ない場合、画面左下の＜戻る＞をクリックするとポ

リネコチェックをやり直すことできる。この場合、データベース上にはしっくり来なかった回答もデータ

ベース上に回答履歴として残る。本研究版では回答データの集計時に、意図的にまたは操作ミスによって

回答が繰り返されているないかの確認作業を３回以上の重複回答を対象に行っている。 

 

画面上部の緑色の楕円ボタン（２：政党とのマッチング）、または画面右下の＜政党とのマッチングへ＞

をクリックすると次の政党とのマッチング画面に移る。 
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図表 68■政党とのマッチング画面 
 各政党に同タイプと見なされた議員が何名いるかを人数で表示する。(図表 68) 

パーセンテージ（%）で表示することも開発時に検討したが、政党とのマッチングという観点では人数の

方が情報として重要であると考え人数表示のみとした。 

 

 
 

画面上部の緑色の楕円ボタン（３：議員とのマッチング）、または画面右下の＜議員とのマッチングへ＞

をクリックすると、次の議員とのマッチング画面に移る。 
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図表 69■議員とのマッチング画面 
衆議院、参議院それぞれに同タイプの議員を表示する。議員の名前の欄の右端には、議員からの回答に

よる分類か、ポリネコによる分類かを緑色の四角と、水色の四角で表示、さらに設問５の選択が２つ以

上同じ議員は、特にマッチしている議員として下段に表示する。(図表 69) 

 
画面下部には、＜他の政策課題もやってみる＞＜データセンターを見る＞＜トップページに戻る＞のリン

クボタンがあり、＜他の政策課題もやってみる＞からは課題選択画面に移り、＜データセンターを見る＞

をクリックするとデータセンターに移る。 
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図表 70■ポリネコデータセンター 
ポリネコデータセンターでは、利用者の回答がどのように分布しているかを国会議員の回答と比較しな

がら確認することができる。ページが表示された状態で、回答分布をひと目で見ることができる。 

 
それぞれのパーセンテージを示す数字の下部には＜詳細データ＞というボタンがあり、これをクリックす

ると、図表 71 のように、画面に円グラフが表示される。性別、県別、年代、職業別、支持政党別で円グ

ラフが表示される。 

図表 71■ポリネコデータセンターでのグラフ表示 
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また、国会議員のパーセンテージを示す数字の下部には、＜詳細データ＞だけではなく、＜議員一覧＞と

いうボタンがあり、クリックすると図表72のように分類アプローチに該当する議員の一覧が表示される。 

 

図表 72■ポリネコデータセンターでの議員一覧表示 
 

 
これらのデータを見て他の政策課題に回答することも、また、再度同じ設問に答えることも可能である。 

以上で基本的な利用の流れは完了する。 

 

 データセンターの画面上部の説明文の中に利用評価アンケートへのテキストリンクがあり、このリンク

をクリックすると、ポリネコアンケートのページに移る。 

ポリネコアンケートへのリンクはトップページの画面左側にもリンクボタンを設けてあるがこれは、稼働

後２週間ほどしてから追加したものである。 
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図表 73■ポリネコアンケート 
ポリネコアンケートでは、ポリネコの利用評価を収集するように設問設計を行っている。(図表 73) 

 
ポリネコへの回答→分類判定の確認→データセンターの確認が基本的な流れとなっており、どちらかとい

うとサイト構造的に追加的にポリネコアンケートに回答する形となっている。また、ポリネコサイトと併

行して国会議員の方々からの回答と判定をデータベース化と、サーバー内のシステムにオンラインでアッ

プロードできる仕組みも実装し、議員から判定の変更について申し出があった場合、速やかに対応できる

ようにした。 
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２.６ 各種のツールの作成 
 
2.6.1 封筒、カード 
 

 国会議員からの調査票返答率の向上とプレスリリースのために下記のようなツールを、サイトデザイン

に合わせて作成した。こうしたツールを作成することで、多くの方に本研究の意気込みを伝える工夫とし

た。 

議員会館の巡回時にはこの封筒がまず目に入るようにすることで、研究としての取り組みであることをひ

と目で伝えることを心がけた。 

図表74■A4サイズ封筒 
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図表75■カード表面（220mm×110mm） 
簡潔にポリネコの取り組みを伝えるために両面印刷のカードを500部作成した。 

グラッフィックデザインとコピーもすべて内製で行った。 

 

 
 

 

 

図表76■同裏面（220mm×110mm） 
 可能な限り多くの人の参加が必要な研究であることを鑑み、単刀直入に受け取った人に伝わりやすくポ

リネコの考えを示すコピーを作成した。 
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２.７ 回答参加者を獲得するための取り組み 
  

 本研究が目的を遂げるためには、国会議員の回答参加だけでなくひとりでも多くの一般利用者が必要不

可欠である。そのためポリネコサイトの稼働に合わせ、小規模ではあるがPR活動をおこなった。 

 
2.7.1 ORF 2008 
  
 2008 年 11 月 20 日から 22 日の 3 日間、六本木ヒルズ 40 階で開催された（オープンリサーチフォ

ーラム）でのブース展示に合わせて稼働を行った。ORF の湘南藤沢学会のブースにてネットに接続する

PCを持ち込み来場者に実演を行い、作成した PR カード約 250 枚を配布した。 

 図表 77■ORF でのブース展示 

 

2.7.2 C-net ブログ 
  
 IT 分野の有力ニュースサイトである『CNET JAPAN』の読者ブログに応募し、テスト原稿による試験

を経て書き込み許可を得た。11 月下旬から数回に分けてポリネコの紹介を行い 1,500 名以上のアクセス

を集めることができた。 
 図表 78■CNET ブログでのポリネコ紹介画面 
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2.7.3 プレスリリース 
 

 ORF での実演終了後、主に新聞社と一部の雑誌に向けてプレスリリースの配布を行った。記者クラブ

にではなく各新聞社の社会部へアプローチを行った。（約 20 通を発送、数部は編集部へ直接持ち込み）

また、ネットメディアに関してはメールにてポリネコが稼働した旨をメール文面と PDF ファイルでアピ

ールした。（３通を発信） 

 
図表 79■プレスリリース 

 
 
 一般回答によるデータが見出される前段階であるためアピール力の面で力不足は否めなかったが、記事

になりやすいよう、見出しを考え一研究に留まらない可能性を感じてもらえるように作成した。 

ネットに偏った PR では、回答者属性もネットユーザーにならざるを得ず ID 登録を行わないサイトとい

えども、データ面でもネットの人たちの意見となることが予想されたため、幅広い属性の人々にアピール

することが本研究では重要となった。 

 マスメディアによるコミュニケーションでは得られない情報をつくることを目指す研究が、マスメディ

アによる記事掲載を必要とすることからも、政策ファシリテーター：ポリネコは、従来のコミュニケーシ

ョンを否定するものではなく、むしろ共存し相乗効果を生み出す関係が望ましいと言えるだろう。 
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２.８ スケジュール 
 

 初期の企画段階で手間取り実質的な開発は３ヶ月強の期間で進めることとなった。 

この強行軍での開発は協力いただいたウェブ開発スタジオの尽力が大きい。また初期段階では開発チーム

から、このサイトに意味と意義についてなかなか納得を得ることができず、まず企画構想から説明するこ

とが必要であった。予想外のこともいくつか発生したが、開発チームの尽力で 2008 年 11 月 20 日の稼

働が実現し、一般公開を開始することができた。 

図表 80■2008 年 9 月からのスケジュール 

 
２.９ 設計・開発の小括 
 

 利用者視点の考察、ゲーム理論・メカニズムデザインからの考察、既存の取り組みとの差別化要素、ネ

ーミングとサービスとしての位置づけ、実現可能な構成要素などを踏まえ設問開発と分類判定の開発を行

い、調査票を作成し、訪問配布し、議員からのからの回答と分類判定をデータベース化し、各種ツールを

開発し、PR 活動を行い研究版の政策ファシリテーター：ポリネコの具現化と稼働に辿り着いた。 

 この開発は、既存の政治コミュニケーションの悪循環構造と、ネットを利用した政治情報サービスの課

題を踏まえ、この解と考えられる下記の開発目標の実現の可能性を掴むために行った 

 

既存の政治-日本国民（有権者）間のコミュニケーションでは得られない情報を 
従来にはない方法で見出す仕組みをつくりネットの特性を活かして提供すること 
 

即ち、2008 年 11 月 20 日から稼働を開始した政策ファシリテーター：ポリネコによって既存の政治-

日本国民間のコミュニケーションでは得られない情報を見出すことができれば、いままでにないネットを

利用した政治情報サービスとして、政策ファシリテーター：ポリネコは有効であり日本の政治離れの悪循

環構造を断ち切る有効なモデルであることが立証できる。次章では実稼働で得られたデータの検証を行う。 
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第３章 

政策ファシリテーター『ポリネコ』の稼働を通じた検証 
 

 2008 年 11 月 20 日から稼働を開始した政策ファシリテーター『ポリネコ』は 6,400 人を超える利用

者を集めることができた。（2009 年 1 月 8 日時点では約 7,100 人）2008 年 11 月 20 日から 12 月

31 日までのアクセスログデータを検証し、続いて利用者の回答によって生成されたデータの検証、及び

ポリネコアンケートに寄せられたデータから利用評価の検証を行い、成果と改良点をまとめる。 

 

３.１ ログデータによる検証 
 
3.1.1 アクセス数とユニークユーザー数* 
 
 2008 年 11 月 20 日から 12 月 31 日までの 42 日間のアクセス数は 7,984 件、ユニークユーザー数

は約 6,410 人、ポリネコ利用数は 6,943 回答が集まった。プレスリリースの成果として 12 月 8 日に北

海道新聞、同日に北海道放送ラジオ、12 月 18 日に読売新聞、12 月 21 日にアルファブロガーである二

階堂ドットコム（http://www.nikaidou.com/）に取り上げられることで、アクセス数を形成した。アク

セス数の動向は下図のとおりである。(図表 81) 

ログデータは、ポリネコを設置したサーバーに標準装備された AWStats 及び 12 月 16 日からはグーグ

ルアナリシスも併行して実装しデータを収集した。 
 
図表 81■2008 年 11 月 20 日からの 12 月 31 日までのアクセス数 

 
＊ユニークユーザーは、ひとつのPCからポリネコサイトに複数回アクセスしても１ユーザー（PC）として 
 カウントすることで算出されている。 
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3.1.2 平均滞在時間 
 
 ポリネコ利用者の平均滞在時間 4 分 40 秒（2008 年 12 月 16 日から 12 月 31 日までのデータによ

る）。 

この滞在時間は、ひとつの政治課題に回答し分類判定結果を見る時間にほぼ相当すると考えられる。12

月 21 日に nikaidou.com というサイトに紹介された以降は、滞在時間が縮小する傾向にあることがわか

る(図表 82)。このことから、ネット経由のアクセスは取りあえず見に来るという利用動態が高く、新聞

または、何らかの形で興味を持った場合は、ネット経由に比べてサイトアクセスまでに時間と手間がかか

るが、アクセス後は内容をよく見るという利用動態が推察される。 

図表 82■2008 年 12 月 16 日からの 12 月 31 日までのサイト滞在時間（日ごと） 

 

3.1.3 ページ毎の利用状況 
 
 ポリネコサイトの各ページの利用状況をアクセスランキングから分析すると、1位（7位、9位は同一

ページ）はトップページであり、2位は政策課題の選択画面、3位～6位は格差社会問題の回答から判定

の各ページ、8位はデータセンター、10 位は不景気問題の基本情報入力画面、11 位は医療問題の基本情

報入力画面であり、15 位にプロジェクトサイトという結果となっている(図表 83)。トップから政策選択

画面への誘導は上手くいっているが、プロジェクトサイトへのアクセスが少ないことから回答と結果確認

でユーザーの流れが終わっている傾向が推察される。 

図表 83■アクセスが多いページ（上位 16 位） 
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3.1.4 利用OSとブラウザ 
 
 利用者の OS は、オンライン調査会社の米 Net Applications などによる実際の OSのシェアとほとん

ど同じである。（2008 年 6 月時点で windows：90.89%、Macintosh：7.94%、Linux：0.8%） 
図表 84■利用者の利用 OSの傾向 

 
 ブラウザ環境も日本のブラウザシェアの状況をほぼ踏襲しており、ポリネコの利用者全体の動向がネッ

トユーザーの動向とほぼ同じであると言える。 
図表 85■利用者が利用するブラウザ環境 

 
3.1.5 検索ワード 
 
 アクセス時の検索ワードの 1 位は『ポリネコ』であり、他のワードを大きく引き離している。ネーミ

ングによって親しみやすいイメージをつくることに成功していると考えられる。 

図表 86■検索ワード（上位 10 位） 
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３.２ 政策ファシリテーター『ポリネコ』によって得られたデータの検証 
 
 6,943 回答の回答内容を検証する。まず回答全体の属性を確認し、次いで格差社会問題、医療問題、

不景気問題それぞれで得られたデータについてどのようなデータを得られたか検証を行い、さらにポリネ

コアンケートから得られた利用評価についても検証を行う。 

これらのデータから、下記の開発目標の実現について検証する。 

 

既存の政治-日本国民（有権者）間のコミュニケーションでは得られない情報を 
従来にはない方法で見出す仕組みをつくりネットの特性を活かして提供すること 
 

特に、” 既存の政治-日本国民（有権者）間のコミュニケーションでは得られない情報を 
従来にはない方法で見出す”ことが実現できたかの検証を行う。 

 
3.2.1 回答全体の基本情報 
 
・総回答数 
 6,943 回答は、図表 87で示すとおり格差社会問題への回答数が 3,143 回答、医療問題が 1,790 回答、

不景気問題が 2,010 回答であった。 
図表 87■政策課題ごとの回答数 

 
・	男女比 
回答の男女比は、図表 88 で示すとおり約８対２であった。『yahoo!みんなの政治』からのインタビ

ュー調査で得られた女性の利用比率（８：２）とほぼ同じである。 
図表 88■アンケート回答男女比 
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・	年代構成比 
回答者の年齢別構成は図表 89 のように、31-35 歳を頂点とした山型になっている。総務省などの調査

によるネット利用率は、20 代を頂点とした右肩下がりの傾向がある事と比較すると、ポリネコの利用

者は 30 代（31-35 歳、35-40 歳）が特に多い事が判る。 
図表 89■アンケート回答年代構成 

 
 
・	都道府県 
都道府県別の利用者は図表 90 に示すとおり、北海道と東京が際立って多い結果となった。 

2008年 12月8日の北海道新聞朝刊での紹介と北海道放送ラジオの番組電話出演した影響が大きいと

考えられる。12 月 18 日の読売新聞朝刊は全国紙であることから、新聞の部数と比例して愛知、大阪、

福岡などの回答が形成されていると考えられる。 

図表 90■アンケート回答都道府県別構成 
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・	職業比 
 職業別の比率は図表 91 に示したとおりである。総務省による『労働力調査』と比較すると地方公務

員の割合が高いと言える。また正社員の比率が若干低い傾向にある。 
 

 図表 91■アンケート職業別構成比 

 
 
・支持政党 
 支持政党の比率は図表 92 に示したとおりである。時事通信社による政党支持率の統計データとほぼ

同じ結果となっており、『支持政党なし』が 50.5%となっている。 

 
 図表 92■アンケート回答支持政党別構成比 
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３.３ 各政策課題の回答データの検証 
 
3.3.1 格差社会問題 
 
 格差社会問題の回答数は 3,143 回答であった。国会議員の回答と分類判定 249 名のデータと併せて、

その結果見出された回答データの分析を行う。 

図表 93■格差社会問題の国民（利用者）と国会議員の回答・分類比較表 

 
 上記の比較表から判ることは、格差社会問題についての国民（有権者）の意向で最も多かったものが、

《みんなで楽しく競争しよう》《高税率・高福祉社会 ver2.0》という所得格差への対応を最も多く望ん

でいる（31%+11%＝42%）にも関わらず、国会議員の政策意向は、地域格差への対応である《地域の

自主独立推進》が 44％と最も多く、国民（有権者）と国会議員の認識に明らかな相違があるということ

である。この背景には地元の利益を強く意識する国会議員の行動様式が現れていると考えられる。図表

93 のデータは、議員からの回答とポリネコ判定（分類判定）の合算であるので、回答と分類をデータと

して分離すると図表 94 のようになる。 
図表 94■格差社会問題の国民（利用者）と国会議員の回答・分類比較 
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この図から、回答のあった議員おいても、全般的にポリネコ判定を含めた結果と同じ傾向にあることが判

る。また、注目すべき点として議員からの回答とポリネコ判定を比較すると、議員からの回答の方が利用

者の回答傾向に近いことが判る。 

 次に国民（有権者）の回答の 2008 年 11 月 20 日から 12 月 31 日の回答数の変化を図表化すると図

表 95 のように表される。 
図表 95■８つのアプローチ分類の時系列変化（2008 年 11 月 20 日～12 月 31 日） 
 時系列変化には３つの山がある。これは 2008 年 12 月 8 日の北海道新聞掲載（朝刊：120 万部）、

北海道放送ラジオ出演、12 月 18 日の読売新聞の掲載（朝刊：1,000 万部）、12 月 21 日の nikaido.com

への掲載とほぼ一致しており、メディア紹介によって山ができていると言える。 

最初の２つの山と３つの目の山の形状の違いから、新聞とウェブサイトでは利用者のアクセス動態が異な

ることが判る。また２つめの山である 12 月 18 日から《教育イノベーション待望》が、《地域の自主独

立》を上回った変化がわかる。紙面掲載と連動した新聞社によるサイト上での紹介もあるが、新聞の方が

アクセスの反応が強く、ウェブサイトの方が瞬間的な反応は低いが長続きする傾向が読み取れる。 

 

■属性別の回答傾向   

 回答数 100 以上の都道府県（北海道、東京、神奈川、埼玉、千葉）の中では、北海道と東京の対比に

特徴を見いだせる。《教育イノベーション待望》について、東京と北海道を比較すると東京の割合は北海

道のほぼ２倍に達している。《みんなで楽しく競争しよう》について、東京と北海道を比較すると 

北海道の方が、東京よりも約３割多い。こうしたデータから都道府県単位の格差問題に対する認識の違い

があることが推察可能である。(図表 96) 

 職業別の回答傾向を見ると、学生（小学生、中学生、高校生、大学生、大学院生、専門学校生）に、 

《教育イノベーション待望》がそれ以外の職業と比較して多いことが判る。母数が 2 名である小学生の

回答を差し引いても、学生にとって身近である教育に対する問題意識が大人よりも若干強い傾向を読み取

ることができる。(図表 97)  
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図表 96■１：回答数 100 以上の都道府県の比較 
 

 

 
 
図表 97■２：職業別の比較 
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図表 98■３：支持政党別の比較 

 

 
 
図表 99■年齢別の比較 

 

 
 支持政党別の傾向では、新党日本、日本共産党を支持する利用者に際立って《みんなで楽しく競争しよ

う》アプローチが多いことが判る(図表 98)。自民党議員は他の政党の議員よりも《地域の自主独立推進》

が多かったが、自民党支持者にはそのような傾向が見られなかった。議員よりも支持者のほうが国政を地

元利益から切り離して考えている可能性が高いことがわかる。 

 年齢別の傾向では、《教育イノベーション待望》が 10 代から 40 代前半の層を多いことが判る。また

《地域の自主独立推進》は年齢と比例して多くなる傾向がある。(図表 99) 
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■まとめ 
 新聞やテレビによるニュース報道では、格差社会問題についての焦点は、ネットカフェ難民や派遣労働

者の処遇といった現象面に（2008 年 12 月時点）に終始している。今回、政策ファシリテーター：ポリ

ネコによって、格差社会問題については、所得格差を優先して解消すべきという国民の意向があるにも関

わらず、そうした意向に国会議員が反応できていない状況を知見として示すことができた。 

 政策課題解決の糸口として、現象面への弥縫策ではなく、日本のビジネスにおける仕事の内容と処遇の

在り方を見直すことが国民の支持の面から有効であると考えられる。さらに、教育の在り方と共に見直す

ことができれば、少なくともポリネコによるデータでは過半数を超す支持を以て政策への取り組みを行え

る可能性が示唆されている。 

 

図表 100■アプローチ分類の一覧 
 ８つの政策アプローチごとの性別/都道府県/年代/職業/支持政党の比率を一覧にすると以下のように

表示することができる(図表 100)。本研究版のポリネコサイトではこのような表示はできないが、システ

ム上はデータを生成しているので、企業に ERP パッケージとして導入されている経営コックピットのよ

うなインターフェースの実現も可能である。 
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3.3.2 医療問題 
 
 格差社会問題の回答数は 1,790 回答であった。国会議員の回答と分類判定 249 名のデータと併せて、

その結果見出された回答データの分析を行う。 
 
図表 101■医療問題の国民（利用者）と国会議員の回答・分類比較 

 
 上記の比較表から判ることは、医療問題について国民（利用者）の選択が最も多い政策アプローチは《ホ

リスティックな地域医療の体質改善》30%であり、《地域医療へのカンフル剤投入》と合わせて 40%が

医療問題の解決に地域医療を優先的に取り組む課題として捉えている。一方、国会議員の政策意向は、全

体的に分散傾向であり、国会議員と国民の認識に明らかな相違があるということが判る(図表 101)。国会

議員に最も多いのは、《課題以外からのアプローチ》であるが、この内実は、次の回答と分類を分離した

データからもわかるように、ポリネコ判定の対象となった国会議員の判定結果に依るところが大きい。 
 
図表 102■医療問題の国民（利用者）と国会議員の回答・分類比較 
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《課題以外からのアプローチ》と答えた、あるいは判定された国会議員は、医療の質、地域格差、健康保

険制度についてではなく、“総合的に取り組むべき””病院崩壊””皆保険を守る””医師の遍在、診療科目の遍

在”といった部分的な事柄を挙げており、構造的な視点からの取り組みが少ないのが現状である。 

一方、利用者と国会議員の回答と判定を分離して比較した上図からは、ポリネコ判定よりも回答ありの

110 名からの回答傾向が利用者と近い傾向にあることが判る。(図表 102) 

 次に国民（有権者）の回答の 2008 年 11 月 20 日から 12 月 31 日の回答数の変化を図表化すると以

下のように表される。 
図表 103■８つのアプローチ分類の時系列変化（2008 年 11 月 20 日～12 月 31 日） 
 メディアでの紹介による３つの山は、格差社会問題の時系列変化と同様である。 

《ホリスティックな地域医療の体質改善》は北海道新聞、北海道放送ラジオによって誘引された利用によ

って大きく形成されたことが判る。(図表 103) 

 
 
■属性別の回答傾向   

 回答数 100 以上の都道府県（北海道、東京、神奈川、埼玉、千葉）のなかでは、格差社会問題と同じ

ように、北海道と東京の対比に特徴を見いだせる。《ホリスティックな地域医療の体質改善》について、

北海道と東京を比較すると北海道の割合は東京の２倍近くに達している。《サービス全体の質の改善》に

ついて、北海道と東京、神奈川、埼玉、千葉を比較すると北海道の割合は約半分である。(図表 104) 

こうしたデータから都道府県単位の医療問題に対する認識の違いがあることが推察可能である。 

 職業別の回答傾向を見ると、《ホリスティックな地域医療の体質改善》について、学生（小学生、中学

生、高校生、大学生、大学院生、専門学校生）よりもそれ以外の職業からの回答が多いことが判り、地域

医療に対する意識の違いを見ることができる。また、地方公務員の 40%近くが《ホリスティックな地域

医療の体質改善》という回答をしていることは、地方の問題を地方の力で解決する潜在的な意欲が高い可

能性を示唆していると考えられる。(図表 105) 
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図表 104■回答数 100 以上の都道府県の比較 
 

 

 

 
図表 105■職業別の比較 
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図表 106■支持政党別の比較 

 

 
図表 107■年齢別の比較 

 

 
 支持政党別の傾向では、社会民主党を支持する利用者に際立って《ホリスティックな地域医療の体質改

善》アプローチが多いことが判る。支持政党なしの利用者と自由民主党を支持する利用者のタイプ分けの

比率が似通っている。(図表 106) 

 年齢別の傾向では、《ホリスティックな地域医療の体質改善》《健康保険制度の全面リニューアル》が 

年齢ととともに増加する傾向が確認できる(図表 107)。 



 	 	 	 - 107 - 

■まとめ 
 政策ファシリテーター：ポリネコによって、医療問題については、医療の地域格差を優先して解消すべ

きという国民の意向があるにも関わらず、そうした意向に国会議員が反応できていない状況を知見として

示すことができた。 

 政策課題解決の糸口として、医師不足や医師の遍在に対する弥縫策ではなく、医療行政の中央集権的な

統制という発想を転換し、医療の受益者である国民のコミットメントも視野に入れた取り組みが国民の支

持の面から有効であると考えられる。 

 
図表 108■アプローチ分類の一覧 
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3.3.3 不景気問題 
 
 格差社会問題の回答数は 2,010 回答であった。国会議員の回答と分類判定 249 名のデータと併せて、

その結果見出された回答データの分析を行う。 
 
図表 109■不景気問題の国民（利用者）と国会議員の回答・分類比較 

 

 
   
図表 109 の比較表から判ることは、不景気問題について国民（利用者）の選択が最も多い政策アプロー

チは《経済イノベーション発想》29%であるが、国会議員の政策意向の過半数は、不景気問題の大きな

原因を国の経済戦略の不備、既得権益の存在、過度な競争社会以外の要因にあると認識している結果とな

っており、国会議員と国民の認識に明らかな相違があるということである。国会議員に最も多いのは、《課

題以外からのアプローチ》であるが、この内実は、次の回答と分類を分離したデータからもわかるように、

ポリネコ判定の対象となった国会議員の判定結果に依るところが大きい。 

 一方で、国会議員(249 名)に《経済イノベーション発想》が 22%存在することは、国会議員と国民の

間のすべてにおいて相違があるのではなく、部分的には共通していることを示している。国会議員の中に、

ある程度の人数（《経済イノベーション発想》22%は 43 名内 39 名が回答者）が存在しているにもかか

わらず、国の経済戦略の不備を新しい視点からのアプローチを重視して取り組むという意向がほとんど政

治の表舞台に立っていない理由には、政治-国民間のコミュニケーションにこうした意向が取り上げられ

てこなかったことが理由だと考えられる。あくまで仮説ではあるが、議員個人で言語化をせずに考えてい

たことを、今回のポリネコによる回答によって形にすることで浮かび上がらせることが出来たとも考えら

れる。 
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図表 1１0■不景気問題の国民（利用者）と国会議員の回答・分類比較 

 
しかし、議員からの回答とポリネコ判定を比較すると、議員からの回答の方がポリネコ利用者の回答傾向

に近いことが判る。この傾向は格差社会問題、医療問題でも見受けられる傾向である。特に、回答を行っ

た 110 名の議員の回答分布では、《経済イノベーション発想》を選択した議員がポリネコ利用者よりも

多い結果となっている(図表 110)。次に国民（利用者）の回答の 2008 年 11 月 20 日から 12 月 31 日

の回答数の変化を図表化すると図表 111 のように表される。 
 
図表 1１1■８つのアプローチ分類の時系列変化（2008 年 11 月 20 日～12 月 31 日） 
 
 格差社会問題、医療問題では１つ目の山が最も大きかったが、この不景気問題では、２つ目の山が最も

大きい。また２つ目の山から、《課題以外からのアプローチ》が増えていることが読み取れる。 

 
■属性別の回答傾向   

 回答数 100 以上の都道府県（北海道、東京、神奈川、埼玉、千葉）のなかでは、千葉に《財政均衡優

先発想》が非常に少なく、《経済イノベーション発想》が多いことが目を引く。(図表 112) 

 職業別の回答傾向からは、職業毎の大きな認識の差がないことが判る。(図表 113) 
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図表 1１2■回答数 100 以上の都道府県の比較 

 
 

 
図表 1１3■職業別の比較 
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図表 1１4■支持政党別の比較 

 

 
図表 1１5■年齢別の比較 

 

 

 支持政党別の傾向では、社会民主党を支持する利用者に際立って《ソーシャルキャピタル重視》が多い

こと、国民新党と日本共産党を支持する利用者に《経済イノベーション発想》が多いことが判る(図表 114)。

医療問題と同様に、支持政党なしの利用者と自由民主党を支持する利用者のタイプ分けの比率が似通って

いる。 

 年齢別の傾向では、年齢毎の大きな認識の違いが少ないことが判る(図表 115)。
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■まとめ 
 政策ファシリテーター：ポリネコによって、国民（利用者）の三分の一以上は、現在の不景気の大きな

原因を”国の経済戦略の不備”と回答し、29%が《経済イノベーション発想》という回答となった。一方、

国会議員の政策意向の過半数は、不景気問題の大きな原因を国の経済戦略の不備、既得権益の存在、過度

な競争社会以外の要因にあると認識している結果となっており、国会議員と国民の間の認識に明らかな相

違が存在することを示すことができた。 

 政策課題解決の糸口として、国内に目を向けた新しい視点からのアプローチが、国民の支持の面から有

効であると考えられる。 

 
図表 1１6■アプローチ分類の一覧 
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３.４ ポリネコアンケート回答 
 
 ポリネコアンケートには 239 回答が得られた。(2009 年 1 月 11 日時点) 

各設問のデータから利用者からの評価をまとめる。 
 
図表 1１7■回答者の基本情報（性別、年代、都道府県、職業） 
 男女比は、ポリネコ回答全体よりも女性が多く職業比では、正社員が大幅に増えている。 

都道府県では、東京からがもっとも多く、次いで北海道、神奈川とつづき全体の 7割を占める。 

年代分布は、ほぼポリネコ回答全体と同様の 30 歳代を頂点とした山型である。 

 

図表 1１8■Q.１:ポリネコをどこで知りましたか？ 
 最も比率が多い「そのほか」は事実上ウェブサイトを指している。回答選択肢には「雑誌」があったが

雑誌による紹介はなかったので、このアンケートの回答の信憑性は高いと考えられる。 
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図表 119■Q.２:いままでにネット上の政治情報サービスを使ったことがありますか？ 
  「使ったことがない」が 6割以上を占めており、ネット上の政治情報サービスはまだ充分に 

  普及していない現状がうかがえる。 

 
図表 120■Q.３:（Q2 で「使ったことがある」の回答者のみ回答）見たり、使ったことの 
 あるサービスはどれですか？（複数回答可） 
利用経験者の中では「yahoo! みんなの政治」の利用者が最も多い。2008 年後半に始まった「ニコニ

コ動画ネット会見」の利用が以前からあるサービスよりも多いことは注目すべき事柄である。 

 

 図表 121■Q.４:ポリネコで回答いただいた政策課題は以下のどれですか？（複数回答可） 
 本回答では、格差＞不景気＞医療の回答数が、アンケートでは下記のように医療と不景気が同数である。 
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図表 122■Q.5:ポリネコの「評価できる」と思われる要素を教えてください（複数回答可） 
 何らかの形で評価できる要素があるという回答が、回答者全体の 95%から得られた。 

評価できるという回答が多いのは「同じ考えの国会議員や政党が確認できること」、「政策課題について

の自分の考えがわかること」「テレビや新聞による報道とは違う角度の情報提供である」であり開発で意

図したことが評価されたと言える。（「そのほか」の自由記入内容は次頁に記した。） 

 
図表 123■Q.７:ポリネコの「改良すべき点」と思われる要素を教えてください（複数回答可） 
 「改良すべき点」で多く指摘された要素は「議員の活動が判定通りであったかの追跡機能」、「８つの

分類の精度」「集計データとその分析結果の利用者/国会議員へのフィードバック」、「集計データとそ

の分析結果のフィードバック」であった。（「そのほか」の自由記入内容は次頁に記した。） 
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図表 124■Q.６:ポリネコの上記Q5（「評価できる」と思われる要素について）で「そのほか」 
 とお答えの方はこちらにご意見をお寄せ下さい。(400 字以内) 

 
図表 125■Q.８:ポリネコの上記Q7（「改良すべき点」と思われる要素について）で「そのほか」  
 とお答えの方はこちらにご意見をお寄せ下さい。(400 字以内) 
 改良すべき点については評価よりも、批判的なものから、建設的なものまで多くのコメントが寄せら

れた。大別すると、プロトタイプ故の未完成な要素についての批判や指摘と、前向きな改良の２種類に

分けることができる。 
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図表 126■Q.９:政治家（国会議員/候補者）にポリネコによる政策課題についての考えを 
 示すアンケートに答えて欲しいと思いますか？ 
「とてもそう思う」、「まあそう思う」を合わせると 93%が政治家にポリネコに応えて欲しいと回答

した。 

 
 

図表 127■Q.１０:ポリネコは政治参加の方法として有効と思いますか？ 
「とてもそう思う」、「まあそう思う」を合わせると 90%がネットを利用した政策ファシリテーター

ポリネコが政治参加の方法として有効であると回答した。 

 

 
図表 128■Q.１1:ポリネコから得られる情報は、あなたの今後の 
  投票意思決定の参考になりますか？ 
「とてもそう思う」、「まあそう思う」を合わせると 81%がネットを利用した政策ファシリテーター

ポリネコが投票意思決定の参考になると回答した。 
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■まとめ 
 設問５のアンケート結果から、政策ファシリテーター：ポリネコは利用者の 95％から、開発時に意図

した要素である、「同じ考えの国会議員や政党が確認できること」「政策課題についての自分の考えがわ

かること」「テレビや新聞による報道とは違う角度の情報提供である」などで評価を得ることが出来た(図

表 122)。また、設問７のアンケート結果からは、「議員の活動が判定通りであったかの追跡機能」、「集

計データとその分析結果の利用者/国会議員へのフィードバック」、「同じ考えの議員への寄付機能」な

ど今後の政策ファシリテーターの機能拡充に向けた要望が高いことがわかる一方、「８つの分類の精度」、

「ポリネコ判定の精度」、「解説文を専門的に」など本研究で稼働している仕組みに対して改良すべきと

いう意見が少なからず存在することが見出された。(図表 123) 

さらに、設問９では、95%の回答者が政治家にポリネコに答えて欲しいと回答し、設問１０では、90%

の回答者がポリネコは政治参加の方法として有効であると回答している一方、設問 11 の回答では、ポリ

ネコが投票意思決定の参考になるという回答は 81％と高い数値でありながら、設問９、１０の回答より

は低下しており、ネットを利用した政策ファシリテーターの企画そのものの意義を認めながらも、信頼性

の面で、少なからず改善の余地があるという評価であることが判った。(図表 126、127，128) 
 
３.５ 設問５の回答集計 
 
 ３つの政策課題に共通する設問５「現在の日本の問題を解消するために優先して取り組むべき政策はど

れだと考えますか？4つ選んでください。」は、利用者と議員とのマッチングのパラメーターとして設置

したものだが、集計することで、以下のような結果が得られた。(図表 129) 

回答者母数はポリネコの回答数と同じ 6,943 回答、選択肢は４つであることから 27,772 回答である。 

図表 129■設問５の集計結果 
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多数の回答を集めたのは「税制改革」「教育制度/機会の拡充」「年金制度の再整備」「医療制度改革」

であった。これらの回答に比較すると「公共事業の拡大」「情報通信化の推進」はわずか 1/7 以下に留

まる結果となっている。この集計結果から、ポリネコ利用者の多くは国策としての政策よりも自分の生活

に直接関わる政策を” 現在の日本の問題を解消するために優先して取り組むべき政策”として捉えている

ことが判る。 
 
３.６ メディアによる紹介 
 
 プレスリリースを配布した結果、、北海道新聞（2008 年 12 月 8 日）北海道放送（2008 年 12 月 8

日）、読売新聞（2008 年 12 月 18 日）に掲載された。また、ウェブサイトでは、六本木経済新聞（2008

年 11 月 25 日）、SFC CLIP（2008 年 11 月 28 日）、nikaidou.com（2008 年 12 月 21 日）に紹介

された。 

図表 130■新聞とウェブでの紹介記事 

 
■読売新聞（左）北海道新聞（右） 

 
■北海道新聞のサイト内記事（左）読売新聞のサイト内記事（右） 
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■	nikaidou.com（左）、北海道放送のラジオ番組（右） 

 
特に北海道新聞、読売新聞のサイトアクセスへの影響は大きくアクセスデータの 7 割前後は新聞（及び

新聞社のサイト）からのアクセスであると思われる。また、北海道新聞への掲載が同日午後のラジオ番組

への電話出演のきっかけとなったことも付記しておく。本研究の取り組みが新聞報道または放送内容とし

て認められることが、アクセス形成に繫がったと言える。 
 
３.７ 稼働検証によって確認できたこと 
 
 2008 年 11 月 20 日～12 月 31 日にポリネコサイト（www.polineco.jp）にアクセスした 6,410 人

の参加者による各政策課題への 6,943 回答（格差問題 3,143 回答、医療問題 1,790 回答、不景気問題

2,010 回答）のデータ、239 回答のポリネコアンケートデータから以下のことが確認できた。 
 
3.7.1 【各政策課題への回答データから-1】 
  
 一般利用者による格差社会問題、医療問題、不景気問題の回答から得られたデータと、国会議員からの

回答および分類によるデータとを比較することによって相違点を明らかにすることができた。2008 年

12 月 31 日時点までに集計されたポリネコのデータセンター（図表 93、図表 101、図表 109 参照）か

ら、従来の政治-国民間のコミュニケーションでは、雰囲気として捉えられながらもどういった相違かは

説明できなかった意識の相違を、具体的な相違点を数値と共に示すことに成功した。 

 

格差社会問題では、国民（利用者）が《みんなで仲良く競争しよう》、《高税率、高福祉 ver.２．０》の

所得格差を優先的に解決すべきという回答による分類であるのに対して、国会議員は地域格差を優先的に

解決すべきであるという回答によって分類される《地域の自主独立推進》が最も多く、格差社会問題に対

する国民（利用者）と国会議員の間の意識の違いが明確に表された。(図表 93 参照) 
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医療問題では、国民（利用者）が医療の地域格差を優先的に解決すべきであるという回答によって分類さ

れる《ホリスティックな地域医療の体質改善》が最も多いが、国会議員の回答・判定は拡散しており、医

療問題に対する国民（利用者）と国会議員の間の意識の違いが明確に表された。(図表 101 参照) 

 
不景気問題では、国民（利用者）の約半数（49%）が、不景気の原因を国の経済戦略の不備とし、その

解決には、新しい視点からのアプローチを重視すると回答することで分類される《経済イノベーション発

想》、又は不景気の原因を各種既得権益にあるとし、その解決には、新しい視点からのアプローチを重視

すると回答することで分類される《破壊的創造》となっており、国内の要因（国の経済戦略の不備、各種

既得権益の存在）に新しい視点からのアプローチを重視する取り組みによって対応すべきと回答している。

一方、国会議員の回答・判定の過半数（59%）は不景気の原因を米国発の金融危機など外部要因とする

《課題以外からのアプローチ》と回答または判定されており、不景気問題に対する、国民（利用者）と国

会議員の間の意識の違いが明確に表された。(図表 109 参照) 

 
3.7.2 【各政策課題への回答データから-2】 
 
 不景気問題について 2008 年 12 月 31 日時点における表面化していなかった、国の経済戦略の不備を

新しい視点からのアプローチを重視して取り組む《イノベーション発想》意向を示している国会議員が

22%（43 名-内 39 名が回答者）存在していることを明らかにすることができた。こうした議員がこれほ

どの人数で存在していたことは、従来の政治-国民間のコミュニケーションではほとんど認識されておら

ず、国会議員と利用者の認識の相違が明らかになる一方で、政策ファシリテーターによって従来のコミュ

ニケーションでは見つけることが困難であった国会議員の政策意向を引き出すことができることがわか

った。これまで実現性が低かった政策の共通見解で繫がった支持者と国会議員の集団を見出せる仕組みと

してネットを使った政策ファシリテーターが機能しうる可能性を確認できた。 

 
3.7.3 【各政策課題への回答データから-3】 
 
 ３つの政策課題（格差社会問題、医療問題、不景気問題）全てにおいて、回答をした 110 名の国会議

員による回答傾向とポリネコ判定による国会議員の回答傾向と比較すると、回答があった議員の方が国民

（利用者）と近い傾向を示すことが認められた(図表 94、図表 102、図表 110 参照)。これは、同じ設問

に回答することで、国民（利用者）と国会議員の間の政策課題に対しての意識を近づける効果を示唆して

いると考えることができ、政策ファシリテーターとしての影響力が少なからず存在することを確認できた。 

 
3.7.4 【ポリネコアンケートデータから-1】 
 
 利用者からのアンケート回答239回答のうち95%がポリネコに何らかの評価できる要素があると回答

しており、最も多い評価を得たのは《同じ考えの国会議員や政党が確認できること》、次いで《政策課題
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についての自分の考えが判ること》であった(図表 122 参照)。さらに「政治家（国会議員/候補者）にポ

リネコで政策課題についての考えを示すアンケートに答えて欲しいと思いますか？」という設問では、

93%が答えて欲しいと回答(図表 126 参照)、「ポリネコは政治参加の方法として有効と思いますか？」

という設問では、約 90％が有効であると回答(図表 127 参照)、「ポリネコから得られる情報は、あなた

の今後の投票意思決定の参考になりますか？」という設問では、約 81%が参考になると答えており(図表

128 参照)、ネットを利用した政策ファシリテーターが利用者から肯定的に評価されたことを確認できた。 

 
3.7.5 【ポリネコアンケートデータから-2】 
 
 利用者からのアンケート回答239回答のうち94%がポリネコに何らかの改良すべき要素があると回答

しており(図表 123 参照)、多く指摘を受けた要素は「議員の活動が判定通りであったかの追跡機能」、

「集計データとその分析結果の利用者/国会議員へのフィードバック」、「集計データとその分析結果の

フィードバック」であった。これらの指摘は機能の充実を求めるものであり、ネットを利用した政策ファ

シリテーターに対しての期待があることを確認できた。同時に、「８つの分類の精度」、「ポリネコ判定

の精度」といった根本的な部分への指摘もあり、こうした指摘に対応するためには分類設計や判定システ

ムの面でも見直しを行う必要性が確実に存在することが確認できた。 

 

 設問、分類判定の設計が受け入れられなかった場合、大半の利用者が「課題以外からのアプローチ」と

なる可能性もあったが、稼働検証では、格差社会問題 8%、医療問題 13%、不景気問題 19%に留まって

おり、ポリネコへの 6,943 回答とアンケートへの 239 回答、110 名の国会議員からの回答協力によって

上記の事柄を確認できたことから、ネットを利用した政策ファシリテーター：ポリネコ（研究版）はその

プロトタイプとして開発目標である、”既存の政治-日本国民（有権者）間のコミュニケーションでは得ら
れない情報を従来にはない方法で見出す仕組み”を実現できたと言える。 

 

３.８ まとめ 
 
政策ファシリテーター:ポリネコ(研究版)の稼働検証によって“既存の政治-日本国民(有権者)間の コミュニケ

ーションでは得られない情報を従来にはない方法で見出す仕組みをつくりネットの特性を活かして提供する

こと”は実働モデルとして可能であることが示された。  

政策課題毎に見出されたデータからは、従来の方法では見出すことが難しい国会議員と国民の政策課題に対す

る見解の相違、共通点を明確に把握できることが示された。   

利用者による評価からは、新しい政治参加のモデルとしての高い評価、また政治家の回答参加を望む回答  

が大半を占めたことから、政策ファシリテーター:ポリネコが既存の政治-国民間のコミュニケーション  

を改善できる仕組みとして具現化したことによって、日本の政治離れの悪循環構造を断つ、有力かつ現実  

的な取り組みの実現可能性が高まったと言える。  

次章では、ネットを利用した政策ファシリテーターの可能性について考察を行う。 
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第４章 

ネット利用による政策ファシリテーターの可能性 
 前章において、政策ファシリテーター：ポリネコは、いままでにないネット利用による政治情報サービ

ス、つまり“既存の政治-日本国民（有権者）間のコミュニケーションでは得られない情報を従来にはない

方法で見出す仕組みをつくりネットの特性を活かして提供すること”を実働モデルとして実現可能なこと

を示した。しかし飽くまでプロトタイプの域であり、今後の可能性を本研究版の政策ファシリテーター：

ポリネコの開発と実働検証を踏まえながら考察する。 

 
4.１政策ファシリテーターの可能性 
 ネット利用による政策ファシリテーターは下図のようにまとめられる。これは他分野のネット利用によ

る情報サービスの成功事例の図（図表 13 参照）にネット利用による政策ファシリテーターを当て嵌めた

ものである。 

図表 131■既存のコミュニケーションにおけるポリネコのポジションイメージ 

 
 

本研究で開発したネット利用による政策ファシリテーターは、大学院生の研究として開発したことを一種

の大義名分として運用できたが、運用して得られた実感は、ネット利用による政治情報サービスとしてマ

スコミでは得られない情報提供が重要でありつつもマスコミ（マスメディア）なしではサイトへのアクセ

ス形成、回答者の属性傾向において政治情報サービスの運用は難しいということである。また設問設計の

観点からマスメディアで取り上げられた課題であるほうが、今回の稼働検証で医療問題よりも格差社会問

題への回答がほぼ２倍であったことからも、回答者を惹きつけやすい傾向があると感じられた。この点か

らもマスコミと全く切り離された形よりも、共存する関係をどうつくり出すかのほうが実際的な運用には

有効であると考えられる。 

第１章において、他分野でネット利用による情報システムの成功事例として例示した「カカクコム」の場合、
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従来のメーカーと小売りと生活者間のコミュニケーションにはなかった情報を、ネットを利用して見出す仕

組みによって、メーカー企業にとってはマーケティング情報を得られるメディアとして機能し、小売店（小

売り企業）にとっては販路と顧客との機会の拡充を得られるメディアとして機能し、生活者にとっては自身

の購買をより満足させることができるメディアとして機能させることに成功していた。 

ここで重要なのは利用する動機が明確であることである。 

ネット利用による政策ファシリテーターにおいて利用する動機を考えると国会議員の動機は、「カカクコム」

の事例におけるメーカーの立場と同じように、ポリネコの利用者である有権者に関するマーケティング情報

を得られるメディアとして基本的には機能すると言えるが、実際の動機として有効であるためには回答者母

数が多いか、回答者の属性傾向が影響力のあるオピニオンリーダーであることが求められると考えられる。 

では、マスメディアの利用動機として、上述の事例において小売店が販路と顧客との機会の拡充を得られる

メディアとしたように、ネット利用による政策ファシリテーターの利用を考えることはできるだろうか。ポ

リネコの利用者が新聞を購買するか、テレビなどの媒体に接触するかという想像が難しいことからもハード

ルが高いと考えられる。しかし、そのマスメディアの影響力の低下にブレーキをかけるためにも今後何らか

の要素が、マスメディアの代替要素または補完要素となる可能性も考られ、その何らかの要素としてネット

利用による政策ファシリテーターが候補となることも考えられるが、利用動機としては明確さが不足してい

ることは否めない。政治-国民間のコミュニケーションが今後、どう仲介されるのかということそのものが 

放送システムの変化や新聞のビジネスモデルとともに再検討されるなかで、単独での運用が難しいネット利

用による政策ファシリテーターにどのようなチャンスがあるかは未知数である。 

最後に、生活者であるが、家電の購買する際の満足度を上げるようにネット利用による政策ファシリテータ

ーを利用するには、利用することによって実際の政策、政治が変化することが求められると予想される。も

し変化が起こらない場合は、物珍しさで利用されてからしばらくすると廃れてしまうことは容易に想像が付

く。 

このように、ネット利用による政策ファシリテーターが既存の政治-国民間のコミュニケーションと、（図

表131）で示したバイパスのような位置づけで関わりを持つことは難しいと言える。 

 

しかし、既存の政治-国民間のコミュニケーションという視点から離れることで、ネット利用による政策

ファシリテーターに全く新しい意義を見出すことが可能となる。それは世の中にとっての議題つまりアジ

ェンダをつくりだし世論をつくり出す装置の一部として機能することである。大きなヒントは 2008 年

のアメリカ大統領選挙でのオバマ陣営の選挙戦を挙げることができる。オバマ陣営はソーシャルメディア

戦略を全面的に推し進めた。MyBO(my.barackobama.com)というサイトを起点に有権者とのコミュニ

ケーションを推進し、従来のコミュニケーションではインタラクティブ性があってもネット上のコミュニ

ケーションに終始していた閉塞感を、SNS 経由で寄付金ができる機能によって実際に参加につなげ、さ

らに各地の小さな街にまでに選挙事務所を設置することによって、ネット上で議論、見聞きしたことをす

ぐに選挙事務所での行動に繋げられるようにした。さらに登録したサポーターには、政策についての考え

や情報をマスメディアと同じか、場合によっては優先的に伝えることで、（実際に重要なニュースを夜中
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の１時に配信することもあったという。）コミュニケーション上の距離を大きく縮めることに成功した。

この手法の背景にあるのは、有権者をただ投票する人ではなく、共に考える人として位置づける考え方で

ありこの考えを、インターネットを中心とした情報システムによって具現化することで、選挙戦を成功さ

せている。政治家と有権者が目標や課題を共有するということが、選挙戦においてという限定付であるも

の現実のものとなっている。 

 

日本と米国の政治意識は違うと一般的に言われているが、本研究で行った政策ファシリテーター：ポリネ

コの利用者が回答した利用評価アンケートで最も評価された要素は「同じ考えの国会議員や政党が確認で

きること」であり、このことから日本の有権者になかに、利権のための投票ではなく、共に考えることが

できる人に投票したいという意識が確実に存在することを示している。また、今後改良すべき要素として

最も指摘された要素は「議員の活動が判定通りであったかの追跡機能」であり、選挙後の活動に対する意

識が高まりを示していると考えることができる。 

こうした有権者の意識に応えられる仕組みを具現化できる新しいメディア企業として、ソーシャルネット

ワーキングサービス(SNS)を提供している企業が候補として考えられる。SNS 企業各社は規模の拡大に

よって収益を上げてきた一方で、次の収益戦略を構築する必要に迫られており、そうした中で有権者の意

識に応える、SNS の機能を通じて「同じ考えの国会議員や政党が確認できること」、「議員の活動が判

定通りであったかの追跡機能」を実現できれば、SNS 企業としての信頼性、権威形成という点で、今後

の収益戦略に繫がる可能性が高いと考えられるからである。SNS 企業には報道機能やアジェンダ構築機

能はないため、下図（図表 132）のような構造が考えられる。 

 

図表 132■将来予想されるコミュニケーションにおけるポリネコのポジションイメージ 
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この構造によって新聞やテレビなどの速報性に長けたメディアと棲み分ける形で、ネット利用による政策

ファシリテーターをソーシャルメディアの一部として機能させることができる。 

それによって、この構造に関わる各アクターに以下のメリットを実現できる。 

1：生活者にとってはさまざまな政策課題に関して自分と同じ考えの政治家を確認することができ、ソー   

  シャルネットを介した寄付などの支援活動も可能になる。 

2：ソーシャルメディアは、拡散する傾向のあるネット上の意見を、ネット利用による政策ファシリテー 

  ターに委託することでアジェンダとして集約する機能を持つことで、従来の SNS とは一線を画した 

  ブランド化、信頼形成が可能になる。 

3：国会議員にとっては、既存のコミュニケーションよりも幅広い支援を得る機会の獲得が可能になる。 

4：マスメディアは既存のコミュニケーションを、ソーシャルメディアとの共存によって維持することが 

  可能になる。 

5：ネット利用による政策ファシリテーターは、利用者の確保と運営基盤の獲得が可能になる。ただし、 

  SNS 企業とはアジェンダ設定には不干渉などの取り決めが必要になる。 

  

上記のようにこの構造に関わる各ポジションにおいてメリットを見出すことができ、政治離れの悪循環に

を断ち切るコミュニケーションモデルとしても機能することが期待できる。 

 

この構造案は稼働検証を通じて考えられた１つの案ではあるが、運営力と独立性を維持しながらネット利

用による政策ファシリテーターを運営するためには、先行事例の調査結果からも専業による運営は難しく

なんらかの兼業体制が理想的であると思われる。この構造案のなかでも、収集した情報をマーケティング

データとして編集するなどの仕事と兼ねた体制*を取ることで、ネット利用による政策ファシリテーター

を政治のためのサービスではなく、生活を豊かにするサービスとして、対外的にも印象づけることができ

ると思われる。 

 

４.２政策ファシリテーターの応用展開 
 
 ネット利用による政策ファシリテーターの応用展開として、地方自治体単位での政策ファシリテーター 

ションの可能性が考えられる。ポリネコの政策課題として取り上げた医療問題の《ホリスティックな地域

医療の体質改善》で紹介した、長崎県の諫早病院の事例のように地域コミュニティ単位での合意形成が地

域の課題の解決に有効であることは知られているが、多くの地域や地方自治体は合意形成を行うノウハウ

を備えていないと考えられる。そこで、ネット利用による政策ファシリテーターを地域合意形成のための

パッケージツールとして用いることで、ノウハウがない地域や地方自治体の合意形成をソリューションと

して提供することができると考えられる。 

 本研究において、適切なアジェンダ設定によってひとつの政策課題に対する見解の相違点と共通点を見

いだせることが示されているので、課題に向き合う前段階の意見調整として有効であると考えられる。 

*こうした事例として英国の民間シンクタンクである DEMOS が自身のテーマとして”The think tank for 
everyday democracy ”を謳い政治に関わる仕事を行いながら、携帯電話会社のライフスタイルマーケティ
ングの仕事など手がけていることが挙げられる。 
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４.３政策ファシリテーターの運用理念 
 

 ネット利用による政策ファシリテーターはその性質上、利害調整の性格をもっている。利用者の利用評

価に寄せられてコメントに指摘されたように、基本的な考えの方向性が見えないことが無用の先入観につ

ながたったり、運用の仕方によっては特定の利益を代表するツールとして受け取られる可能性もあると思

われる。そこでたとえば、『ひとりひとりが自分の頭で考え行動するツール』という言葉を運用理念のと

し設問設計においてもガイドラインとすることで、ネット利用による政策ファシリテーター：ポリネコの

信頼性が高まると考えられる。 
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第５章 

結論と展望 

 
５.１結論 
 

本研究の結論として、政策ファシリテーター：ポリネコ（研究版）の稼働検証で得られた知見をまとめる

と以下のようになる。 

 
①ネット利用による政策ファシリテーターは、従来の政治-国民（有権者）間の 
 コミュニケーション構造を改善できる潜在力を備えている。 
 
②ネット利用による政策ファシリテーターは、従来の手法では見いだせない 
 国会議員と国民の政策課題に対する見解の相違、共通点を明確にすることができる。 
 

ネット利用による政策ファシリテーターは、既存の政治-日本国民（有権者）間のコミュニケーションで

は得られない情報を、従来にはない方法で見出す仕組みであり、従来のネットを利用した政治情報システ

ムにとっての課題を乗り越えるべく開発を行った。 

国会議員 110 名の方の回答を得て、ネット利用による政策ファシリテーター：ポリネコのプロトタイプ

には 6,400 名を超える一般の方に回答参加していただくことが実現し、ここから多くの示唆を得ること

が出来た。国会議員とポリネコ利用者の政策課題に対する見解の差を明確に見出せる効果のほか、回答を

した国会議員の方が判定による国会議員のより、一般の方からの政策に対する意向に近いという傾向も見

出された。従来の政治-国民のコミュニケーションからは実現が難しいと思われてきた国会議員と有権者

の繋がり方を提案し形にし検証するという意味で、本研究は既に起きた現象を追う研究ではなく、これか

らの未来を創る研究である。 

 

５.２本研究の含意 
 ネット利用による政策ファシリテーターによって、国会議員と国民のコミュニケーションの発展にまだ

大きな可能性があることを示すことができたことが本研究の含意である。ネットを利用した政策ファシリ

テーターの本来の形は、政策をファシリテーションするところまでのプロセスを遂行することであるが、

この点については今後の課題としたい。しかしながら、誰も見たことがない仕組みを目に見える形でつく

ることによってこれからの政治に未開拓の領域が拡がっていることを示すことができたという点で一定

貢献ができたと考えている。 
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５.３研究の展望 
 本研究で得られた知見から、ネットを利用した政策ファシリテーターが合意形成の新しいツールとなり

得る展望を得ることができた。社会の諸問題が高度化複雑化され、「誰かに任せる」より「問題を一緒に

考える」ほうが有効な局面が増えることが予想されるなかで、本研究で得られた知見、示唆が国会議員と

のコミュニケーションに限らず幅広い分野で活用できる局面は増えると思われる。本研究が、日本の未来

が国民の未来となる社会ではなく、ひとりひとりの未来が日本の未来となる社会デザインの糧となること

を願って本論文を締めくくる。 
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曽根研究室の丹下さん 沢内さん 園田さん 松原さん 村田さん 山本さんをはじめとするみなさん
ネットコムのみなさん、 

友人の立場からアドバイスをいただいた中野彰夫さん 左川浩規さん 猪田有弥さん 
最後に、わたしの我が儘に付き合い見守ってくれた久我知子さん 

 

みなさまのおかげで研究を形にすることが出来ました。 

心より感謝いたします。 
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